
三重県人権施策基本方針

（第二次改定）

中間案

県重一一一

画面



目次

第1意義本的な考え方

1 謀本方針改定の経緯 ・鍵・・・・・‘
2 めざす社会 ・阪・・.. .・・・‘・務治則・ a 輔副．．．．．．．． 3 

3 謀本潔念 ‘・ e ・・・ E ・・＊喰．．‘・削除耐．．．．．．．．．． 3 

第2主義人轍織のき錨

1 入機会糟愛されるまちづくりのための施策

人権が尊重設容れるまちづくり ・・・・・・・・・・震．‘・・‘’・・ 5 

2 人権意識の高織のための施策
(1〕 人権惑発の推進 ..・・・・・・.. . ~、. . . .鍾露釜・・ E ・ 8 

(2) 人権教育の推進 ・繍剛住.. . . . . . .鍵 a ・a 繍噴．．．．． 1 1 

3 人権擁護と救済のための施策

(1) 相談体制の充実 ‘・傷後・・ a ・.. . . . . . . . . . . . . . 1 4 

（の さまざまな人権侵害寄への対応 . . . . .・.. . . . . . . . . . 1 7 

4 人権課題のための施策
. I湾和問題 J・ーー儒．．．．．．，．．．．．．．．．咽剛鍵ー・・ 1 9 

・子ども ・・・・置・鋼・ w ・・・・・・・・・ー・．．．，．術・・ 22 

・女性 a ・’‘・・・・・・・・・・・・・・ e ‘・・・鍵．樽鍵・・ 25 

・襲撃がい若Z －‘・・・・句 4 ・・・・・ a 桶タ膨務・ a ・・・・・ a ・ 28 

’E議齢者 ・・・・・・・‘.. . .・・・・“・.. ,• . . . .繍・ 3 1 

・外関人 ・・・・・・・．．．．‘ a ・‘・・‘務・・・ u ・・・・・ 34 

・懇者毒事 （~最善まの権利、 H I V惑染者・エイズ慾若手ょハンセン病元患毛主
難病態曜ま毒事〉 ・・..・・・・・‘・・・ a ・・・・・・・ 37 

・1闇討皮答者等 ..務．．．．．．，．噂鍵，．．．．．．．．．．． 40 

－インターネットによる人権侵害 . . . . . . ~・・・・・・‘ a ・・ 42 

・さまざまな人犠謀議 〈アイヌの人びと、知ljを終えた人・保護観祭主やの人家

災害設と人権、性的マイノリティの人びと、貧題等に係る

人綾線拡ホームレス、 1ヒ鞠手当局による捻致問題等
喜多） . . . . .・ z ・z ・..・・鍵 a ・重綱 44 

苦悩窓人樹蹄の推進体制等

.1 人権尊震の視点に立った行政の捻滋 ・務・・.. ~ .・・ a ・..・ 49 

友 人欄輔の推進体制と仕組み ・・“.. . . ・. . .・・・・・・陶 49 

（参考） 用諮説明 . . . . . . . . . . . ' . .・・・・・・・・・・”・・・ 5 1 

※本文中、 r*Jが子せいている語句iゑ巻末に用諮の説明寄稿載しています。



第1章 毒事本語な考え":Jj

1 基本方針改監の経緯

人権f主、人びとが社会において殺せな生活を営むために必聖書な固有の緩和であり、人権

の尊重が人類にとって普遍豹な主要獲であるこたが、世界人権宣言本でも明記されています。

関護撃では、 1948（昭和 23）年に澄界人権宣言が採択されてから、国重要人事態規約ヘ人経

幾別撤廃条約へ女性差jjl]激廃条約へ児童の権利！こ関する条約＊など、多く (f)入機！こ関サ

.Q 条約が採択されるとともに、各穣~苦言やE襲警裏年などによる、人携の毒事獲に向けた国際的

な主主総が行われました。しかし、役界各地の紛争や内戦などにより、人権や命受害警かす問

題も怒とっていますa

このようなや句、 1993（不完走5〕年｛こは、ウィーンでの没界人機会議において、人権教
育の護要性が緩認されました。 1995（平成7〕若手から 2004（浮足立 16〕年までは、 F人縫教
育のための関連10韮引を実施しました。また、 2005（平成 17）年からは、『人権救普ぎのた

めの世界計磁Jを策定し、初等中毒事教育、言器等教育、人事撃に関わりの深い特定の機業に従

事する議官、メディア従事者及びジャーナリスト！こそれぞれ焦点をあて、人権教湾を進めて

います。

2005 （平成 17）年から 2014（平成26）年までの 10年間l立、「持続可童話な開発のための
教育の 10年j として、今生きている蛍界中の人たちと今後生まれてくる未来世代の人た

ちの設もが安心して暮らせる公蕊で麹かな社会〈持続可能な社会） ~をつくるための教育も
実施され＊した。

このような図際的な流れのやで、わがE認は、 2000（平成 12〕年に、 F人事態教育及び人権
著書発の推進iこ滅する法徐j を施行し、にれiこ義づ縁、 2002（平成 14）年！こ、 F人権教事著・

遺書発i二関する基本計義援J(2011 （浮成 23）年…善事変更〉が策定され家した。そごでは、女
性、子ども、高齢者普、簿警のある入、湾初開題、アイヌの人々、外領入、け iV感染者養
ハンセン病患者等、茸日を終えて出所した入、犯罪被害葬祭主事、インターネットによる人権後

響、北朝鮮当局による技致問慾等が、取り組むべき人権課題として絞り上げられてい家す。

本県では、 fその解決iま豊富の責務であると同時Iこ関民的繁緩であるjtごした、 1965（昭和
40）年の f湾初対策苦審議会答申jやその後の法律等を受｛す、同和問題の解決iこ向けた取絶

を市町村や関係E護休f,t.どと漆携しながら行ってきました。
1990 （平成2）々には、あらゆる室長裂をなくすために、全国Iこさきがけて「人権果責苦言J

が際議会で決議会れました。これを契機として「遺産別をなぐす強調月間（11月 11臼～12

fl 10 B)J築設け、 1996（平成8）益事lこは、人事撃著書発などを後進するための拠点とし℃「三
黍県人権センタ－－＇－ J ~開設し、幾主主の人権語意識の高揚！こ肉 iす、同和問鐙をはじめとする人

権薦議の君事発に取り総むことで、会ての泉氏の人穫が毒事愛される社会の実現要旨めざして絞

り組んできました。

1997 （平成 9 ）年には、 f人穫が尊霊童~れる三三震をつくる条例j を制定し、人権iこ関する

護霊祭施策などについて霊審議する r：：主媛県人権施策審議会（以下「審議会Jという）J後設置
しました。 1999（平成 11)年、「人事撃が尊震設れる三重重をつくる条例jiこ基づ五号、総合約



に人権施策を推進するため、審議会の意見をもとに、「三重県人権施策基本方針」（以下、

「基本方針」という）及び「『入権教育のための国連10年』三重県行動計画〔計画期間：

1999 （平成11)年度～2004（平成16）年度〕」を策定しました。

I 

県は「基本方針」に基づき、人権の尊重が人類にとって普遍的な原理であるとする国際

的な考え方と国内外の状況をふまえながら、差別のない、人権が尊重される、明るく住み

よい社会を実現するための施策を総合的に推進してきました。

この「基本方針」は、策定後8年間の取組の成果と課題をふまえ、 2006（平成18）年3

月に改定しました（以下、「第一次改定」という）。この「第一次改定」では、「人権が尊重

される三重をつくる条例」をふまえ、県民、事業者、行政などが一体となって、あらゆる

努力を行うことにより、人権文化が定着した社会を築くことを基本理念に据えました。

この「第一次改定」に基づき、着実l二人権施策を推進してきましたが、改定から9年が
経過し、社会・経済状況の変化に伴って人びとの意識も変化し、また、人権課題も多様化・

複雑化してきました。

2012 （平成 24）年、県は「みえ県民力ピジョン」を策定し、「『幸福実感日本一』の三重」

を、行政と県民の皆さんと一緒に『協創』＊によって創り上げるとしました。

「幸福を実感」するためには、「自らと家族や仲間の、命と暮らしの安全の確保に最善を

尽くした上で、個性や能力を発揮して自由に生き方を選択し、自らの夢や希望に向かつて

挑戦を続け（失敗をすれば再挑戦をし）、自分の住む地域やふるさとに誇りを持ち、社会に

貢献し人の役に立つ喜びを感じ、いきいきと働き、生活の豊かさを実感する」社会である

ことが必要です。

今回の改定（「第二次改定」）では、このような社会を、「人権が尊重される社会」の具体

像と位置づけました。そして、その実現のために、「第一次改定」の理念を継承しつつ、こ

れまでの取組を検証するとともに、 2012（平成24）年度に行った「人権問題に関する三重県

民意識調査」などの結果をふまえ、残された課題への対応や今日的な課題を加えるなどの

見直しを行いました。

（第二次改定の者え方〉

①人権をめぐる’社会状況の変化により、子ども、高齢者、女性をめぐる人権問題やイン’

ターネット上での人権侵害など対応の強化が求められている課題や、災害と人権、貧

困等に係る人権問題、北朝鮮当局による技致問題といった、新たに対応すべき課題へ

の対応などを反映しました。

②「第一次改定」後の取組の成果と課題をふまえて、今後の取組方向を明確にしました。

③2012 （平成24）年度からスター卜した県の戦略計画「みえ県民力ビジョン」に基づき、

「県民力による『協創』の三重づくり」の考え方を反映させました。

c 2013 （平成25）年度に実施した「人権問題に関する三重県民意識調査」などの結果を
ふまえ、改定内容の検討を行いました。

⑤この基本方針は、おおむね 10年後の2025（平成37)年をめどに見直しを行います。
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2 めぎす社会

室長別のない、人機が尊重される、毎月るく住みよい役会の実現をめぎします。

3 基本現愈

「人権が尊重される五五護をつくる条例Jl立、前文iこdきいて fすべての入閣は、生まれな
がらにして自由であり、かっ尊厳と権利について平等であり、怨人として尊重され、 3喜本
総人権の王手有が係襲撃されなければならないj として、世界人権宣言雪及び尽本国憲法の事童話量

を掲げ、その滋念のもとに、「不当な差別のない、人権が尊重される、務るく住みよい社

会の実現を図る」としていEます。

木造基本方針では、め ＇（＇！..，，付士会の実現に！勾iす、次のことを議本環念として、日義氏一人ひと

り、 :fl::~齢、住民綴織・ N p Oなどの盟体、行政などが一体となって童文組を進めていきます。

( 1 ）公平な機会が保障され、 E設立した生活が議録される社会の爽溺
私たちは、県民一人ひとりが望審議され、人会主のステージに応じて、自らの未来を切り

拓くために必要悪な能力安身！こつけ、個性や能カを祭揮して扇El3fこ念きコ舎を選択し、自ら

の苦言忍！こま基づいて、いきい殺と活動できるような社会の笑務iこ取り組んでいき家す。そ

の際、性別、年齢、隊がいの有無、社会員号身分や門地などによる差Jjljを主主じさせない公

王手で公正な社会の形成を進めるとともに、社会的な支擬~必要とする嫁がい者や高齢者

などが、地域社会のやで自立した生活ができるような潔境づくりを進め設す。

( 2）さまざまな文化や多様性愛認めあい、個人が尊重される共生社会の実褒

私たちは、会ての人びとが傭人として尊愛される社会をつくるため、それぞれの人格

や個性愛認め、互いの？存夜Jを尊重するという人権意識を:lE!港会せていきます。その
際、社会において重複される多様性を認め会うという視点から、 5悪女共局委参濁綴織の普及
促遺産、溺籍や民族が災なる人びとを現解し、お互いの怨f没後尊重し合う多文化共生社会の
形成そを進めます。

＊た、性的少数者や7イヌ箆族主主どのマイノリチイの人びとの人機問題、さらには、

世界で起きている飢餓や紛争、安筆者発揮毒題、民旗遺産.1111などのさまざEまな人権問題について

も関心安高め、漫解が深まるよう取りまEんでいき＊す白
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第 2章 a人権施策の推進

「人権が尊重される三重をつくる条例」では、めざす社会の実現に向け、人権施策を積極

的に推進するなどの県の責務を定めるほか、人権が尊重される社会をつくるために、県民、

事業者（企業）、市町が、主体的に取り組むべきであることを規定しています。

人権が尊重される社会をつくるためには、県のあらゆる事業・業務において、人権尊重の

視点に立った行政を推進していく必要があります。この基本方針は、そのための基本姿勢を

示すとともに、県における人権施策を目的に応じた次の4つの施策分野に体系づけ、推進し
ていくことを明らかにするものです。

0「人権が尊重されるまちづくり」のための施策
O 「人権意識の高揚」のための施策
0 「人権擁護と救済」のための施策
O 「人権課題」のための施策

、なお、人権施策を進める上では、

①差別を受ける当事者の意見や思いを聴き、当事者の立場に立って考える（当事者への理解）

②さまざまな主体が得意な面を持ち寄り協力しあう（パートナーシップ）

③行政は、施策の推進に参画する主体と当事者の主体性や持っている力を生かしながら、適

切な支援を行う（適切な公的支援）

という 3つの視点から進めることが重要です。

【施策体系図】

人権が尊重されるまちづくりの

ための施策

~尊……

人権意識の高揚のための施策

F’ 炉4人権啓発の推進
句人権教育の推進

｜ 人権擁護と救済のための施策 i
h相談体制の充実
~／1 さまざまな人権侵害への対応

｜ 人権課題のための施策 ~ 
?: ' 
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F 同和問題

「－ーー一ーーー－

L工土一主
E ヨ
号包五ヨ
オ高齢者 1
4外国人｜
患者等（患者の権利、 H I V感染者胴エイ
ズ患者、ハンセン病元患者、難病患者等）

オ犯罪被害者等｜

4ィン告ーネットによる人権｜
さまざまな人権課題（アイヌの人びと、刑を
終えた人圃保護観察中の人等、災害と人権、
性的マィノリティの人びと、貧困等に係る人
権課題、ホームレス、北朝鮮当局による抱致
問題等等）



1 人権が尊重されるまちづくりのための施策

人権が尊議される＊ちづくり

【滋訟と諜緩］

関連i主、 rw人権教育のための慰霊草 10年3行動計画」などにおいて、人権という普遍的文
化をi製造することの養護毒性を示してきました。
国遼や能界の裁をさを翁提としながら、人機尊重の考え方をベース！こしたまちづくりを捻滋

していこうとする機運が言語家り、全国で人権尊重の家ちづくり条例の制定、野義や市町の人権

施策基本方針などが策定会れてきました。

集では、 1997（王手足立9）年に施行した f人被が尊重される三重をつくる条例」において、

人権が毒事懇される、続るく金みよい社会の災現を図ることを呂的として掲げ、この条例！こさ毒

づき、 r.：：.霊祭人事態織策基本方針jを1999（平成 11〕年に策定し、人権文化が定着した社会
をき柊現すること後釜本主主念」ごした人事量施策に取り緩んできました。

その f第一次改定（2006（平成18）年）Jでは、地域社会において人権：；）｛1じが醸成され、あら

ゆる住民滋裁のペースとして「人権が尊重されるまちづくりjが根付くことを入機施策の基

本と位麓づけ、住民組織、 Np O、団体、念紫、行政毒事の多様な5主体が相互に漆携した取組
がi定選議4されるよう叉擦をしてをきました。その結果、 f人権のまちづくりjの活動を継続釣に進
める図体、企業等が増えつつありますα しかし、地竣約な鋳りや、多緩イちする人権謀総iこ対

応ずる必要憶があるため、今後も取組後支援していく必要があります。

2012 （平成 24）年に策定した fみえ県民カビジョンJ-i: r立、身の濁りの家族や総竣の章宇奈
大切なものととらえ、みんなで課題に取り綴じことで、察民一人ひtこりが事委譲後持ってき主をき
ていくことができる社会安めざしてい設す。また、定家主rまな家備によりキ士会で十分lこカを
発事撃できない人たちゃ社会的iこ弱い立場に置かれた人たちが、社会の一員たして多様な人び

ととつながり後持ち、共iこさ主きることのできるネ士会を、凝民の協僚で創り出すこととしてい

＊す。今童話の改定では、このような社会づくり後「人権が毒事獲されるまちづくりJの呉体像

とし、「ユニバーサルデザイン穆のまちづくりふ「多様な主体で支えるパートナ…シツブの

ちづくりJをこつの柱に取組安進めてい務ます。

「ユニパーサルデザインのまちづくりjでは、まちづくりに参加する鏑入、 ii::霊長、図体、
行政などが人事撃を尊重量した活動を行うことを議ゑとしながら‘ f三重県ユニバーサルデザイン

のまちづくり推進条例J やこれに姦づく推滋計画！こより取組を進めてきました匂今後もきI~き
続き芸文総を進めていきます。

f多緩なZ主体で支えるパートナーシッブのまちづくりjでは、企業、金E走路体 ・NPOな

どの間体が、 El::l::的な活動や察や市町などとの協議誌などによって、同和問題、子ども、障が
い者、女性などの人権課題のための取組、組織内での人事態教育、地域における人権著書発など

が取り総決れています。それらは、地竣社会において「解決したいJ、f童文っておけないj と

感じている譲題！こ対して、金E急が主体的iこ取り組んでいるものです。このような取組安、線
内務地でより多く援問されるよう促していくためには、地域の人事撃隷題への気づき、人権の

まちづくりの総本となる地域における鮮の重要性の縁談、取組を作っていくスキルの学習言な

どを支援していく必要があります。
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国際標準化機構 （I8 0 : I nternat i ona I Organization for Standardization）において

は、 2010（平成 22）年に、組織の社会的責任に関する国際規格 IS026000＊の中核主題に、人

権が位置づけられました。また、圏内では、 2012.（平成 24）年に IS026000の内容そのまま

にJI 8化された JIS Z 26000が公表されました。その中では、組織が社会的責任を実践す
るための7つの原則にも、社会的責任の課題を特定し取り組むべき 7つの中核主題にも「人

権の尊重」が明記されています。

これに基づき、人権や環境に配慮していくことで、「企業の社会的責任 CCS R : Corporate 

Socia I Respons i bi I ity）」を果たそうとする企業が出てきています。今後も、この取組をよ

り広めていくと同時に、企業だけではなく、あらゆる組織や一人ひとりが「人権の尊重」や

「法の支国の尊重」などの社会的責任（8 R: social responsibi I ity）を果たすことを「パ

ートナーシップのまちづくり」の活動の基本においていく必要があります。

今後は、県民一人ひとり、企業、住民団体 ・NPOなどの団体が、県や市町などとの協働

によって、人権尊重の考え方のもとに、各々の個性や特徴などを認めあいながら、さまざま

な「人権が尊重されるまちづくり」の取組をさらに広〈県内各地で展開していくことが必要

です。

【関連データ】

市町の人権条例などの制定状況

調5豊富守点

27. 3. 31 

24. 3. 31 

21. 3. 31 

18. 1. 10 l 

... 

【めざす姿】

弛。 執。

51. 7 

55.殴 2
J 58. 6 

鋭丸。 凪。

100 

ロ人権都市宜
100 雷

IO.l.O 

白人緯条例

図人権施策総
合計画・基
本方針

資事ヰ：三笠煤綱ぺ

行政、県民一人ひとり、企業、住民団体 ・NPOなどの団体が、人権尊重の視点に立って

活動を行っています。

県民一人ひとり、企業、住民組織・ Np Oなどの団体、県、市町などが協働し、人権が尊

重されるまちづくりを主体的に進め、個性や能力を発揮できる機会が誰にでも与えられる社

会になっています。



E基本方針1。地域の ~1:主ざまな滋動が、人権尊重量の視点に立って行われるような取組を進め2ますa
0 念業や団体などは、人権尊援の授点に"51:.った活動委行うとともに、県i立、ぞれらの活
護方が幾進されるよう支援を行います。

0 側々の主体が人権の視点でまちづくりを行うとともに、協綴して、ユニパーサルデザ
インの＊ちづくりなど人権が苓愛される地金支社会の実現Iこ向けた取組後進めます。

［取組項窓1
1住民、企業、 NPOなどの滋体などが人権の視点で活動をするための取組の後進

2 空襲E号、企業、 E遺体、行政の協僚による人権尊衰のEまちづくりの縫進
3 ニエヱヱパーサルデザインのまちづくりの推進
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2 人権意識の高揚のための施策

( 1 ）人権啓発の推進

【現状と課題】

差別のない、人権が尊重される、明るく住みよい社会を実現するためには、県民一人ひとー

りが人権を尊重することの重要性を正しく認識し、これを前提として他人の人権にも十分配

慮した行動をとることが必要となることから、学校、家庭、地域、企業・職場などさまざま

な場を通じて啓発に取り組んできました。

固においては、 1997（平成90年に「『人権教育のための国連10年』圏内行動計画」を策

定し、人権啓発の推進を図ってきました。さらに、 2000（平成12）年には、人権啓発をはじ

めとする諸施策をより総合的に推進していくため、 「人権教育及び入権啓発の推進に関する

法律」を制定するとともに、 「人権教育・啓発に関する基本計画」を2002（平成14）年に策

定し、 2011（平成23）年には、 「北朝鮮当局による位致問題等」を人権課題に加える一部変
更がなされました。

県においては、 1997（平成9）年には、「人権が尊重される三重をつくる条例」を制定し、

条例に基づき総合的に人権施策を推進するため、 「三重県人権施策基本方針」及び「『人権

教育のための国連10年』三重県行動計画」を策定し、人権啓発に取り組んできました。
また、人権啓発に係る取組については、 .1996（平成8）年に開設した「三重県人権センタ

ー」を拠点とし、①テレビ・新聞など広報媒体による啓発、②啓発パンフレッ卜・ポスター・

カレンダーなどによる啓発、③講演会・研修会などによる啓発、④フォトコンテスト・人権

メッセージの募集を通じた啓発、⑤駅や商業施設での街頭啓発、⑥スポーツ組織と連携・協

力した啓発などに取り組んできました。

」

こうした中、県内では、差別事象や人権侵害につながる事例が発生しており、 2012.（平成
24）年度に実施した「人権問題に関する三重県民意識調査」の結果では、総体的に県民の人
権意識の高まりがみられるものの、人権課題別の状況をみると、同和問題をはじめ、子ども、

女性、外国人や障がい者など、依然として人権意識の面での課題が解消されていない状況が

あります。

今後の啓発活動については、課題に即した効果的な啓発方法を工夫し、発展させることが

必要です。

一方で、 「最近5年間で、県や市町が主催する講演会や研修会に一度も参加したことがな
い」と回答した人の割合が77.8%となっていることから、より多くの県民がより高い人権感
覚を養っていくためには、これまでの取組を見直し、県民の人権に対する理解を深め広報の

手段を改善するなど、効果的な手法等を検討しながら、人権啓発活動を進めていくことが必

要です。また、地域等の実情に応じたきめ細かな啓発活動を実施するため、地域や職場などに

おいて、啓発活動を担う人材を養成する取組が必要です。

さらに、県だけでなく、国や市町、企業やNp O等の団体等、さまざまな実施主体と連携

するとともに、テレビ、ラジオ、新聞、インターネット等各種媒体をうまく組み合わせて、

総合的な啓発活動を推進していくことが必要ですロ
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｛綴葱ヂ…タ］

人事張関綴についての効喜義的な啓発手法

f人権襲警鐘！こ隠する1Eしι、理解C:.認識を深めるために、どのような後発手法が
効薬農きだと患いますかJ（複数磁答） （単位：紛
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〈平成 24毒事E霊祭総〉三重累

｛めざす姿］

県や市町などは、人権についての正しい知識や情報などを、多機主主手段と機’会を滋じて、

集長iこ肉けて縫実に発信しています。

県民一人ひとりは、これらの知識や情報などについて学型車することで、人権問麹を正しく

理解し、人権が尊愛される社会づくりのために行動していae-t,

「人権問題iこ践す~－＝三重県民意識務ままj資料：

｛基本方針］

0 人権謀緩や若手齢層、関心の店主合いiこ応じた多様な手段と機会を走塁じて、人権に関する
匁識や情報を提供し、康民毒事の幅広い漫然の促進を図るとともに、あらゆる人権総題

について闘分自身の関怒としてとらえてもらえるよう効泉的な啓発活動を行います。

叡綴についての情報を十分に共有し、地域の状況にlit'じた著書発活動を、祭災、企業、
関手本、学校、ボランティアなどさEまざ＊な実施主体と漆携、協働しながら、家庭をは

じめ、地域や磯滋などで進めてい務ミます。

祭民等の理解と共感が得られる曜喜多善方法や、人権者旨尊重することの主重要性を理解する

ための資料等の調査，研究法行います。

主主考書などにおいて、人事撃襲撃喜善活動を担う人材安養成する取組俊推進します。
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I取組項関3
1 効果約えま著書発去を畿の推進

2 会3:<3'3:1な2主体との協織による啓発活動の後進
3 効S私的な啓発の調査・研究
ヰ数多善活動を担う人材の養成
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( 2）人権教育の推進

【現状と議題1
1995 （平成7）年から 2004（平成16）若手にかけて実施tされた rw人権教育のための国連10
年j行動計画Jの終7を受け、 2005（王手足立17）年から 2009（平成21)年姿、 f人権教鳶のた

めの澄界計額」（第一段簸〉として、事致事警を受！？る権利の確立、人権教育(f)，ちりキュラムや教
材、指導方波及び研修など秘書事中等教育iこ焦点をあてた取総会f進められ＊したeそれに続く、

2010 （平成22）年から 2014〔平成26）年までの第二段階では、 rr,室等教育におい1ごの人権教
育j及び f公務員、法執行者＆.び護室長まへの人権研修j 妥促進する行動！こ焦点があてられ渓し

た。 2015（平成 27)年から 2019（平成 31)年までの第三段絡では、これEまでのこつの長空港

における取毒霊祭強化しつつ、メディア従事者及びジャーナリスト！こ対する人権教育委促滋す

るとしてい家す。

国においては、人権教湾・ 5害発の重要殺から、 2000（平成 12）年！こは、 f人事態教宵及び人
権瞥予警の推進iこ繍ずる法律j 苦皆殺行して、これに基づ様、 2002（平成14）年！こ f人権教育・

啓発iこ関する基本計溜j を策定しましたe

ここれを受けて、文部科学省i立、人権教務！こ対する獲重量的、実践的支援の視点から、 2004（平

成16）年から 2008（平成20）年までに、 f入車種教育の指導方法等の在り方についてJの「と
りまとめj後三次にわたって援策しました。そこでは、人権教育の§擦として、 rg分の大切
さとともにほかの人の大切さ変緩占ちることができるようになり、ぞれが、さ波容まな場言ij"t' 

態度や行動！こ現われるようにすることjが掲げられています。

燥では、 1999（平成 11）年i二、 f三三重県人事態綴策基本方針jの策定と合わせて、 rw人権教
普ぎのための関連 10年』三重県行動計iifilJ及び f三重県人権教育基本方針」など後祭定しま
した。

学校教育においては、間利害投資の理念や成果安室霊祭な柱とする人権教背後進めるため、県

内の人権学官認の基準を示す指導資料や教材なども作成じ、活用を促しました。また、人権教

育を総合的・系統的！こ滋めるためのカリキュラムの作成！こ絞り組みE置した。

今後も、｛態別的な人権問題！こ潟わる学習j援護設の定着・促進を~るとともに、学校、家様、

地域などが連携するネットワークを確立してごいくことが重要です錫

社会教育においては、薬草域での人事態学著書を捻滋ずるよう市町への支援、協カを行い‘人権

！こ関わりの落選い公務員、教務員、警警嬢職員、怒療関係者、機稔関係者、マスメディア関係者舎

などの職業に従事する人や企業における人権研修の充実や支援を滋めました。

今後も、市町の主主体的な取組を促進するとともに、俊民が主体となった人権学習のための

場づくりや地域リーダーの獲成などの人づくりのための取綴をさらに充実させることが求め

られます。合わせて、家燦や社今！こ多節約な影饗カのある企議や間体などにおける人権教育

後継続していくことが完投められま"t".

また、住民が主体的iこ取り組む「人権が尊重されるEまちづくりJ後推進することにより、

身近な選手らしや、t地域の活動の中で人様について考え、行動へつなげていくことが、人機教

育の阪からもt協議芸です。
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公務員をはじめ、人権に関わりの深い職業従事者に対する人権教育についても、課題の把

握と内容・手法・実施体制の見直しを行い、積極的、継続的に進める必要があります。また、

人権研修を企画、運営できる人材を養成するとともに、その活用とネットワムクの構築など

が引き続き課題となっています。

【関連データ】

人権や差別をめぐっての考え方について

資料：「人権問題に関する三重県民意識調査」（平成 24年度実施）三重県

A 差別は、人聞として最も恥ず
ベき行渦の一つである 瞳欝郵韓聴蓮酪理費鐘豊富

日差別は法樟で禁止する必要
が晶る

c.差別だという訴えを、いちいち
取り上げていたらきりがない

D差別される人の言葉をきちん
と聞〈必要がある

E あらゆる差別をな〈すために、
行政は努力する必要がある

F 人権や権利ばかり主張して、
他人の迷惑を考えない人が
増えている

G 臨もが自分の人権について
もっと学ぶ機会をもっベきだ

醸磁藍話器罷輯

醸趨蕗麗霊醸碩翻

臨画語翻互運麗麗翻；

H 土：：~~＇t；~：t~＇~る1.71~~際；：＝＠：~：：： J：：ミ醒罷盟量
L思いやりや、やさしさをみんな
がもてば人権問題は解決する臨癒癒E彊麗麗襲

。百

図そう思う

図どちらかといえばそう思わない

【めざす姿】

10百 20百 30百 40百

白どちらかといえばそう思う

ロそう思わない

51.3 

’：27.~ ＇・ '''''"'' ：：三宮o:r::：：：：：出15.6

50百 60出 70百 60百

回どちらともいえない

・無回答

90国 100百

県民一人ひとりは、学校、家庭、職場など地域社会のあらゆる場で、 生涯を通じ、 発達

段階や職業に応じて、人権について学んでいます。

そして、人権についての学習を通じて知識とスキルを身につけ、 人権が尊重される社会

づくりのために行動しています。

人権教育を推進するための人材が養成されるなど、実施体制が整っています。

【基本方針】

O 学校教育においては、対象や発達段階に応じた人権教育を効果的に行うためのカリキ

。
ュラムを作成し、一人ひとりの個性や人権を認めあう人権尊重の意識と行動力を高め

る取組を、教育活動全体を通じて推進します。

社会教育においては、市町の主体的な取組の促進を図り、社会教育施設や隣保館など

を拠点とした人権に関する学習や情報の提供を積極的に行うとともに、民間の提供す

る学習活動とも連携し、さまざまな学習の場に人権尊重の視点を位置づけるような取

組を進めます。
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。企業や渓詰週間体は、人権が尊重震おれる社会の機築のために、主体的な人権教育の取組

を進め、擦などは、企業などの2主体的な入後教育の取組表促進するため、研修議官軍の
紹介、教材の喜喜多警などの;Ii:綴を行います。

0 人事援に重量わりの深い公務員、教事量員、後祭職員、医療務係者、福祉関係者、マスメデ
ィア関係者などの主体的な取組の必祭牲をふまえ、それぞれの関係者！こ対する人権救

資の充実を進めます。

。学校、家庭、職場など地域社会のあらゆる場所で、人総教育を捻遅遣するための人材を

養成し、活用する体毒事iづくり後進め求す。

｛耳量級草壁13]

1学校教育における人複数務の推進

忽社会教育における人権教育の捻滋

3 ii::業.E発詩書留体における人複数警の推進
ヰ人権！こ関わりの深い綴業従害事務！こ対する人権教育の捻進

5人著者。〉養成と活用
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3 人権擁護と救済のための施策

( 1 ）相談体制の充実

【現状と課題】

人権相談においては、さまざまな悩みを抱える当事者に対して、相談内容の傾聴、相談者

lへの助言 1・情報提供など当事者の立場に立ったきめ細かな対応による相談を実施することに

より、課題の解決を支援することが必要です。

県では、人権に関するさまざまな相談に対応するため、三重県人権センターに相談に関す

る職員を配置し、相談者に必要な情報を提供したり、他の専門相談機関を紹介したりして、

相談者が抱える問題の解決を支援しています。また、子どもや女性、障がい者など個別の人

権課題に関わる問題に対しては、児童相談所や女性相談所など各種の相談機関に窓口を設け

ています。

固においては、人権擁護のための取組として、各地方法務局で人権相談所を設けるととも

に、全国で人権相談や啓発活動など人権擁護の活動をするボランティアとして、人権擁護委

員を委嘱しています。また、市町や社会福祉関係の団体、 Np Oなどにおいても、さまざま

な相談窓口を設置し、住民からの相談に対応しています。

こうじた中、「どんな相談窓口があるかわからない」、「どこに相談すればよいのかわからな

い」といった指摘があるとともに、「人権問題に関する三重県民意識調査」（平成24年度実施）

の結果では、人権侵害を受けた時の対応として、「何もせず、がまんした」が38.2%、「国の

相談窓口」、「県の相談窓口」に相談したがそれぞれ 6目6%、1.3%となっていることから、相談

者が必要な時に安心して相談できる相談窓口に関する情報の提供が必要となっています。

一方、「家族や友人など身近な人に相談」が40.1%と最も割合が高くなっていることから、

県民一人ひとりの人権意識の高揚を図り、身近な人たちに相談できる関係づくりや、支え合

うことのできる社会の構築を進めていくことが必要です。

また、相談内容の多様化・複雑化に伴い、個々の相談窓口だけでは対応が困難な事例も生

じていることから、人権問題の解決に向けて、県の関係機関をはじめ、法務局などの国の関

係機関、人権擁護委員連合会、市町と一層の連携の強化を図るとともに、社会福祉関係の団

体やNp Oなど民間団体と連携・協働した取組の推進が必要です。加えて、迅速かつ的確な

対応ができるよう、関係職員や相談員等に対する研修を行い、資質の向上を図るとともに、

相談しやすい時間や場所の設定など環境づくりを進める必要があります。さらに、相談内容

を振り返ることで、個別の相談に内包された課題を発見．し、個別の相談内容を取組の改善や

新たな施策につなげていくことが必要です。
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｛関連デ…タ】

人権侵犯事件の種類別構成比の比較
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資料：平成 25年における人権相談の種類別受理件数（法務省）

人権侵害を受けたときの対応
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一資料：「人権問題に関する三叢県民意識調査J（平成 24年度実施）
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【めさず運~］

入後iこ濁する相談iこ対して適切に対応でそ警るように、穏談義草書喜穏Z互の葉集擦が関られ、県民
…人ひとりが抱える悩みや問題について、僚人i際線！こ十分喜三窓し、身近で気票差！こ綴綴著者の立

場！こ立った相談を受けられる支援体制jが幾えられています。

｛基本方針1
0 相談内容！こ応じた窓口と稿用方法について、わかりやすい広報活動に取り組合ととも

に、人権紛談の総会窓口でるる三霊媒人尊重センタ…の周知を図ります。

,o 県民のさま t!~主主主総みや湾認の解決について、相談者の立場！こ立った棺談機鋳への意義

切な紹介毒事が行えるよう、冬種相談機関の栂談話器口機能の強化iこ取り組むとともに、
棺談者が必要悪な善寺iこま誌緩jこ安心して相談できるよう、プライパシーの保護、穆談の場

所、雲寺罪号、方法などに十分短慮します。。さまざまな人様相談！こ対応するために、地方法務局や三重量空襲人権センターなどの隠係
後爵が連携して、悶常的な情報共有や相談員の変質a:言葉めるため、実銭的な研修など
を行います。。相談機関相互のネットワ…ク3普段鱒の綴談後療にも広げながら、爽効ある相談、支援
体制の充実を進めます。

［淑組暗証闘1
1 相談話芸口の広報と充実

2 相談窓口機能の強化と支援体総の3急災
3 綴談災毒事の資質向上

ヰ 綴談機関毒事務互の協働・連携の強化
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(2）さまざまな人権侵裳への対応

【現状と課題］

今臼、世界の各主主では、紛争や毒患；りにより難民が発食するなど‘＜！ ~長ざまな人権侵害警が起

こっています。償還華をはじめ、各閣においては、 f人権の世紀Jと軍事ぶにふさわしい溺際社会

の実現！こ肉iす、＜！ま1ざまな努力と取組を積み重量ねてきているものの、各地で人権後容が繰り

返されており、被害者に立言する実効的な救済後関ることが、議選患な課題となってい注す。

このような中、国漆でl立、 1948（昭総23）年に世界人事態笈繋倉を採択して以来、この宣言！こ

主義づ授、人種差別数獲条約＼児童量の緩やI]Iこ践する条約へ際事害者の権利iこ関する条約＊など人
事態iこ穏する条約をき採択するとともに、幸喜種宣言の採択など正さまざまな敬豪華を進めてきました母

日本では、人権は、憲法、諸条約の締結、寸さらに法律等により保隊されており、制度とし

て司法的な委主済iこより担保会れるものと考えられています＠しかしながら、実際！こ泳、日々

起こっているさまざまな人権侵害の多くにませして手続きの綴殺2きやさまざまな幾綾などの煎
還があり、裁判所による数済！ま必ずしも総選きかっ迅速に受けられる状況にあるみはいえません。

このような事情から、人権侵害害！こ対する数済を充突させるためには、人事態侵害をできるか

ぎり資法的に救済できるような湾淡若者i度改革や、被害警芸者の視点から簡易・迅速・柔軟な救済
を行うのに透した、行政機関による救済や人権救済機織による人権救済制度の整織が完投めら

れてきました。

特に、 1993（平成5）伴、関連総会で採択された「圏内機機の主主佼iこ関する原良lj（パリE要

員のつは、国内人権機擦の整備に対する指針やモデルとなるものです。

そこで、 1998（平成 10）年の霞逮闘胸中盤規約委員会からの閣内λ権機襲警察綴激震勧告や、
2001 （王手足立13）年の人権擁護推進懇談会の答申を背愛に、 2002（平成14）年以来、数殴にわ

たり人権侵害撃にまきする救済に係る淡裏腹が密会に提出されましたが、いずれも廃案となりまし

た。今後、真！こ災効性のある人機救済斜度を確立することが課題となっています。

祭においては、人権侵惑に関して、被害者の救済の視点からの強制力のある首相j皮的な手段

をもっていません。相談しやすい相談窓口など体総の慈犠後進めつつ、入事量後室撃の現状把握

と救済についての検討後行うとともに、仲裁等を行う草案事j外紛争処理制度の利子語の促進等の

支援など、人権侵害葬者皆受けた被害者（［）ケアの充実を図っていくことが必要患です。
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【関連データ】

『全国及び県内の人権侵犯事件の新規受理件数」（法務省）

25,000 「 寸 700
615 625 

515 ---24,000 

‘ γ 
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J /ti 

500 ' トーー全国

400 

22,930 
300 

22,000 卜 ／ 22,437 
' 22,168 

200 法務局

21,000 卜 21,412 
21,696 21,718 

21,328 
21,218 

17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

資料：「全国及び県内の人権侵犯事件の新規受理件数」（法務省）

【めざす姿】

人権侵害を受けた被害者に対して、行政的、司法的な面から救済のための制度が整備され、

幅広く周知されています。

県民一人ひとりは、人権についてEしい認識をもち、人権侵害が起こったときに、なすべ
き行動を知り、適切な対応が行われています。

’F 
【基本方針】

0 県などは、人権侵害の実態と被害者に対する司法的救済や各種裁判外紛争処理制度な
どの救済制度の状況についての情報収集と現状把握を行い、三重県において、自ら裁

判外紛争処理機関等を含む各機関への救済を求める被害者に対して支援等を行うとと

もに、人権侵害が起こった場合の被害者の保護や自立支援、心理的ケアなどの支援の

制度や仕組みの見直すべき点について検討を行います。

0 県などは、多様な手段と機会を利用して、人権侵害への対応について、県民向けに広
報を進めますロ

【取組項目】

1人権侵害に対応するための取組
2人権侵害への対応に関する啓発と広報
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4 人権課題のための施策

同和問髄

［遺言状と課題］

1965 （協和 40）年の同和対策審議会答申において、見和問量創立、人類蒼還の長要望震である人

間の自白と王手等！こ関する問慾であり、憲法によって係重量Zされた3基本的人権に務わる深刻かっ
重大な問題であるという基本認識が王長会れました。

手裂においても、この答申を受け、 1969（緩和 44）年iこ同和対策事業特別措置法が制定設れ

て以来、習や市町村等とも逮携しながら、 30年余りにわたって特別法による対策事業後爽絡

してきた結泉、倹~や道路き護者護などの生活環境の改善警などの物的な3基盤整備については一定

の成果をよげることができ諒した。

康民の人権意識を言語めるための教育や著書発活動！こも取り総んできた結果、鏑5もや義Jl!J意識
は議事滋！こ向かっているものの、結婚や不動霊薬取引雲寺における援}jlj意議が依然として存在して

いEます窃また、個人:a:c1!3~誘中傷する室長別的な言動、関手器地区の所在を行政幾重毒へ湾い合わる

行為なども祭主主していることから、学校教育と社会事変善ぎが一体となった人権教育、験場毒事に

おける人事量級修、鋭意工夫を凝らした人権獲発Iこ、より一層取り総む必要がありますe

近年で（;j;、インターネットやソーシャルメディア宇の利用人口が広がる中で、インタ…ネッ

トの震を名性を悪用した掲示板サイトへの遂罪せ約な著書き込みが発余していることから、関係機

関と途携した監視と必擦な法斜度の整備とともに、未然防止苦皆目的とした教事事、君主発活動の

推進が必婆です。

一方で、問和罪悪菱重iこ潤する誤った慾裁に乗じ、企業や行政機震などに高額な図書者ril寄りつ
けるなどの不き誌な星雲求を行う「；；｛.せ同和行為jの多量生も同和問題（／）解決を妨げる原E績のーっ
となっていEます。「えせ罪毛利行為jの根絶！こ向iす、題、県、市町、関係機療などが、より連携
した取級殺捻進する必援がおります。

Eとた、少子・高齢化や過疎化などの進行！こより、人と入、人と地域とのつながりが薄れ、

コミュニティの2主義主義議後の低下などが社会潟題となっ＂＇（おり、雲寺代の変化に伴い生じる緑豊護
とともに、教育、就労などの謀麹への取組も求めちれています。

このように、問和問題は依然として深刻かつ媛大な湾題であり、鼠i主においても f職業及
び世系iこ議づく差別Jに関する嚢要な人権課題として怒りょげられており、政府iこ法整備等

を行うよう勧告してい設す。

今後i主、これまでの激絡の成果を継滋・発展させながら、本県で務漢に起こっている入機

を念頭！こお母、問、果、市町、関係機関、地域などさまざまな2主体が…漫連携し、人権

意識の高揚とまを革委を図る効果的な教育活動・啓発j誘致安積極的！こ進める必要があります。
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また、三重県人権センターや隣保館等では、人権侵害を受けた人や悩みを抱える人の立場

に立った相談を継続し、課題解決を支援していく必要があります。さらに、実効ある人権侵

害救済制度の整備に向けた働きかけを継続し、同和問題をはじめとするあらゆる差別を許さ

ない、人権尊重のまちづくりを促進していく必要があります。

【関連データ】

『部落差別は、いけないことだが、私とは関係のない話だJ
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資料：「人権問題に関する三重県民意識調査J（平成 24年度実施）三重県

【めざす姿】

これまでの同和問題の解決に向けた取組の成果と課題を継承し、教育・行政機関をはじめ、

さまざまな主体が連携しながら、p 部落差別撤廃に向けた取組が積極的に行われています。

そして、不当な差別を許さない「人権が尊重される社会Jを構築する主体として、地域が

一体となり、住民自らが人権尊重のまちづくりを積極的に進めでいます。

【基本方針】

O 同和問題の早急な解決は、国の責務と同時に国民的課題であり、世界的視野からも人類
普遍の原理である人間の自由と平等に関わる重大な問題であるとの基本認識のもと、県

民一人ひとりの人権の尊重をめざすという視点に立って、同和問題の解決に向けた取組

を推進します。

同和問題の固有の経緯や取組の課題等をふまえ、学校、住民組織 ・NPOなどの団体、

企業など地域のさまざまな主体、県・市町、関係機関等が連携しながら予県民が同和問

題の解決を自分の課題として受けとめ、実際の行動に結びっく効果的な教育・啓発活動

を積極的に推進します。

教育、就労面などの課題解消に向けた取組により、自己実現が図れる社会環境づくりを

推進します。進路に対する意欲や学力を高める取組を進めるとともに、公正な採用選考

については、関係機関等との緊密な連携を図りながら取り組みます。

地域社会における同和問題の解決に向けて、隣保事業等を通じた地域住民の福祉の向上

や啓発活動を促進するとともに、住民相互のつながりや理解を深めるための人権尊重の

まちづくりの取組を支援します。

国や市町等と連携し、人権侵害に迅速な対応を行うなど、被害者の視点に立った有効な

救済を図るよう取り組むとともに、実効性のある人権救済制度の整備を国に対して求め

ていきます。また、隣保館における相談事業の充実など相談者の立場に立った住民によ

り近い場所での人権相談機能の充実に努めます。目
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【取組環呂1
1 同和問緩の解決！こ向lすた啓発滋襲訟の推進

2 淘和問題の解決！こ向けた教育の後進

3 学カ祭簿や進路保憶など残忍実現の喜怒れるキ士会環考資づくり

4 悶和問題の毒事決に向けた人権尊重のii:ちづくりの捻進
5 伺和問題の解決iこ肉lすた人権擁護の推進
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子ども

【現状と課題】

1994 （平成6）年に批准した「児童の権利に関する条約」では、子どもを単に保護の対象

として見るのではなく、生存や保護、発達、意見表明などの権利を行使する主体として位置

づけています。

国では、 1999c平成11)年に児童に対する性的搾取や性的虐待を防止するため「児童買春・
児童ポルノ禁止法」を施行し、 2000（平成 12）年には児童の心身の成長に多大な影響を与え

る児童虐待を防止するため、「児童虐待の防止等に関する法律」を施行しました。

また、 2004（平成16）年には、児童虐待防止対策などの充実・強化を図るため「児童福祉法」

〔1948（昭和23）年施行〕を改正し、児童相談に関して市町村が担う役割を明確にしました。

2007 .（平成 19）年、「児童虐待の防止等に関する法律」及び「児童福祉法」が改正され、

児童の安全確認などのための立入調査などの権限の強化や地方公共団体による子どもを守る

地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）設置の努力義務化などが規定されました。

2013 （平成25）年には、「いじめ防止対策推進法」が公布・施行され、いじめの防止など

のための対策を総合的かつ効果的に推進することが示されました。

2014 （平成26）年には、貧困の状況にある子どもの健やかな成長及び教育の機会均等など

を図るために「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行されました。同法は、子ども

の貧困対策に関し、基本理念を定め、国などの責務を明らかにするとともに、当面iの目標及

び計画の作成などについて定めています。また、「子ど志の貧困対策会議」及び「子どもの貧

困対策に関する検討会」において、子どもの貧困対策を総合的に推進するための政府の大綱

が作成されました。

県では、人権尊重を基盤にした教育・保育を推進するため、 1999（平成 11)年に、「三重

県人権教育基本方針」、 2001（平成 13）年に「三重県人権保育基本方針」を策定しました。

また、 2011（平成 23）年には、子どもの権手ljが尊重される社会の実現をめざす、「三重県子

ども条例Jを施行しました。これらに基づいて、子どもの人権を尊重する意識を家庭や学校、

地域社会に醸成する取組、いじめ・不登校・児童虐待などに関する相談体制の充実、子育て

を支援する仕組みづくりに努めてきました。

児童虐待については、子どもを虐待から守るため、 2004（平成 16）年に「子どもを虐待か

ら守る条例Jを施行しました。虐待を取り巻く状況や県の施策の実施状況を取りまとめた「年

次報告」によると、県内の児童虐待相談件数は、過去5年間で約 2.8倍に増加しています。

体罰については、学校教育法において明確に禁止されています。体罰は、子どもに自分で

考える機会を奪うことから、子どもの成長と自立を阻害することにつながります。また、児

童生徒間のいじめや不登校につながることも考えられます。体罰禁止についての認識の徹底

を図るとともに、体罰によらない指導体制の構築や、児童生徒理解に基づいた生徒指導の徹

底などの取組を積極的に進めています。

いじめについては、 2014（平成26）年に「三重県いじめ問題対策連絡協議会条例」、「三重

県いじめ対策審議会条例J、「三重県いじめ調査委員会条例」を制定し、いじめ防止などの対

策を総合的かっ効果的に推進するために「三重県いじめ防止基本方針Jを策定しました。こ

の流れを受け、県内全ての県立学校及び公立小中学校において、学校いじめ防止基本方針が

策定されています。
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これらのほかにも、不変校や外国籍の！忠重量・主主事長への対応 z支援、子どもの貧密！こどのよ

うに絞り組んでいくのかが課題となっています。

さらに、少子化の遂行、都市化や核家族化の滋展、夫妻華共働き家庭の滋加、高度情報化の

進展など、家庭や地域滋壌が大きく変化し、子どもをめぐる問題も＊すます緩幾・多様化し

ています。インタ…ネットやスマートフォンの普及によるネット仰とでの児童鍵若手・児童ポル

ノなどの性の商品化、あるいは、 SNS（ソ←シャルネットワ…キングサービス）本などにお

けるいじめなど、子どもがきG若葉や人権主義著書iこ巻き込絞れる危険性も高まつ吃ごいます。

今後も、子どもが語意思を尊蒙2され、権利安保嫁されるま襲帯電の中で、緩かな人総書霊童患を備え
た入鶴として主体的iこ行動がでtきるよう、学校、家庭などの地域役会における発達段階に応
じた総合約な支援が必要です。このために学校、家藤などの地域社会と行政治t連携し、子ど

もが心身ともに健やか！こ予寄っ環境をつくっていくことが必要喜です。

【務室裏データ】

児童量i裳待綴雪量対応件数の議室移（全閣峰三三重県｝
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資料：（念閤）厚生労働省（県） .：.釜県児霊童相談センタ…翻べ

［めざすき長1
学校、建設縫など地域社会が意義携を深め、そ子どもたちと尖！こ学び、共に遊ぶ中で、全ての然

震はそ許どもが議事IJ0)主体として毒事愛される存在であることを理解し、人権を機議してい家す。

子どもが自らの主意思が尊重量され、権事立が保障された環境のもとで豊かな人権感覚を備えた

人間として主体的に行動し、安全で健やかな生活安送ってい＊す。

｛基本方針1
0 子どもは基本的人権が保障された存夜であり、一人の人簡として人権文化を創造する

主体であることや家療における子育てを通じた人権教育の大切さについて、県民…人

ひとりが、学び、環発撃できるよう、事害発芸奇襲誌をそ進めます。。子どもが、吉らの完意見を表務ずることがでを、ご主体的に行動することができるよう、
人尊重保育や学校教育などを充実します。

0 子どもを暴力や虐待から守るために、行政などの綴係機関た家庭、学校、地域社会！こ

おける逮告発体制の整銭安推進しますa。子どもが安全で緩やかに成育で怒るよう、子資てを社会で支える仕組みゃ環境安整備
するために、行ままなどの関係機践と家庭、学校などが漣携して取綴を推進し＊す。

23 



【取組項目】

1子どもの権利に関する理解を深める取組や啓発活動の推進
2人権を尊重し、子どもの主体性を育む保育、教育の推進
3 子どもの権利擁護の推進

4子どもの健やかな成長のための環境づくり
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女性

［現状と議題1
1975 （昭和50）年の国際婦人若手を契機！こ、女性の人機の擁護と5懇話ζ平等のための思襟的な
行裁が本格的に始まりました。そして、 1995（平成7〕年に女伎のま也位向よ後目的！こ務後さ
れた、第ヰ思t世界女性会霊祭〈北京女性会議〉において、けと主主笈曾」と f行動綱領」が採択さ
れ、またこれらを受けて、 2000（平成 12）年iこ！士、国連特足立総会「女性 2000年会議」が間

後されました。その後も、函連＜： r北京＋10J滋僚級会合（2005（平成17）年〉や f北京＋
15J記念会合（2010（平成22）年〉が開催されるなど、 ;¥15女平等の推進iこ肉lすで新たな展開

が図られています。

においては、 f雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の議係者事に関する法律jが

1985 （昭和60）年！こ叙主主され、その後1997（平成9）年の改正で、採用や昇進毒事についても

性別を蕊織とした量産別が禁止されました。 Eまた、 1999（平成11〕年！こは、男女の人権の等援

などの3基本理念が掲げられた f！悪女共間参商社会基本法」が施行されています。さらに 2014
〈平成26）年！こはさまざまな状況に震かれた女性が8らの希議そ災現して輝くことによりf女
性のカjが十分発揮されるよう、「すべての女性が輝く社会づくり本部jが設置されました。

県でi立、 f男女共悶著書簡社会喜基本法Jの制定を受けて 2000（平成 12）年に f三三重県男女共

局参滋推進条例j~約定するとともに、 2002 （平成14）匁に「三議終努女共同参隠基本計額J

を策定しました。その後の社会経済情勢の変化に対応するため、 2011（平成23）年iこは f第

2次三三重累男女共悶参繍築家計画Jを策定し、男女が対等な立場で、笈いに尊重し合い、そ
れぞれの個捻と能力を十分に発事撃し、協力しながら活濯で合る努女共悶議事間社会をき議貌するた

め、総合的、計画的iこ取組を推滋じています。

こうした命、女性の人穫を悪事愛する意識や男女共闘参画の意識は策実に言語家りつつありま

すが、依然として、性別による箆定的伝役割分怒雪量識や、 R襲F潟や働く場における男女の格差
も残っています。このような意識や絡皇室の構造の解消と女性の方針決定の場への参衝を推進

することが必要です。今後も女性の人権を尊霊堂し、それぞれの個性と能力を十分発揮できる

男女共同参留の社会づくりに向け、一層のき誌遼霊童成や意識の浸透を穣樋的！こ遂めていくこと

が重要患ですロ

＊た、多様な働き方をき建玉認するため、 f育児休業、介護休業毒事育児又i立芸家主義介護を行う労傍

若者の福祉に綴する法律Jなどの法号制度の整備は進んできていますが、子資て・プ子殺を地域や

社会全体で支えながら、男女治電器語きやすくH援策生活と家燦生活やその｛悔の活動後荷主Zできる
環境づくりが引き絞幾重要です。特！こ、女性に対しでは、思春期、妊娠’ t詰燦刻、更年獄、
高齢英語等、ライフステージに応じた適切な鍵療の保持増進毒事のための取総が必要であり、絞

ま袋、出産などに燦して、社会的に不利益率を被ることのないよう！こすることもボめられてい家す。

これらのことについては、国際約iこも、「性と主主義室iこ興ずる健康と権第lj(リプロダクティブ・

へんス／ライツ〕勺の考え方が、女性の人緩！ごとって不可欠なこととして認められています。

ぢらに、女性であることに加え、障がいがあること、不安定な就労であること等！こより、

後会的！こ困難な状況に讃かれている人びとや、性的緩i勾や性問一位障がいなどを蕊臨みして

悶難な状況に援かれている人びとへの人権尊震の綴点からの配慮が必要悪です。
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女性への暴力に関しては、 .2000（平成 12）年「ス卜ー力一行為等の規制等に関する法律」

の制定や、 Dv （ドメスティック・バイオレンス）キに対する 2001（平成 13）年における「配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の制定、及びこれらの法律の改正な

どの法整備がなされています。

今後、「三重県DV防止及び被害者保護・支援基本計画」に基づき、潜在化しているDVや

ス卜ー力一行為をはじめ女性に対するあらゆる暴力について解決を図るために、相談員や関

係機関の職員の資質向上、二次被害事を防止するための専門研修や専門の相談機関との連携を

深めるとともに、女性の人権を尊重する意識の啓発を積極的に行う必要があります。また、

若年層の交際相手からの暴力（デート DVつが社会問題となっており、将来のDVを予防す

ることにもつながるデート DVを防止するための啓発や教育が必要です。

【関連データ】

『各分野の男女の地位の平等感』

家庭生活

職場

学校教育の場

政治の場

法律や制度の上

社会通念・慣習・しきたりなど

自治会やNp Oなどの地域活動の場

どちらかといえば且
性の方が橿遇されて
いる

日% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

資料：「男女共同参画に関する世論調査」（平成 24年実施）内閣府

【めざす姿】

県民一人ひとりが、個人としての尊厳を重んじ、性別による差別的扱いを受けず、男女

が個人として能力を十分に発揮することができる機会が確保され、生き方や価値観などを

お互いに尊重しあいながら、社会の対等な構成員として、あらゆる分野でともに参画して

います。

性別に基づくあらゆる暴力を許さないという意識が浸透し、女性に対するあらゆる暴力が

根絶されています。また、被害者に対する相談・支援体制が整備され、女性が暴力から守ら

れています。
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｛護主本15鈴3。女性の人権が尊重量百される社会の実現に向i久意思決定過程への参滋認を促進し、総係機
演と漣携しながら、さまざまな分野で織策を推進しEます。

0 性別による固定的役裂分滋慾識をなくし、社会の対等な構成長として、それぞれの綴

性と能力を十分に発害事て？をきるよう、努女平等に関する意識変覇軍む教育や5聖女共持参闘
の意識の渓遂のための慾発等の耳主総を推進しEます。。畿〈場において男女が均等な機会と待遇を磯係され、思議幾生活と家重量生活のバランス
を係ちながら汚織できるよう、職場環壌づくりを推進するとともに、企業！こ対する｛勧

告か！？を行い女性活躍の綴葉義援成を臣室りEます。

0 DVCドメスティック・パイオレンス）、ストーカ一行為、性犯券、売寅務、人身取引、

セクシユアJレ・ハラスメントヰなど身体的、性的、心理的な女性に対するあらゆる暴力

を根絶するため、総意義、保護、闘立対策の支援体制を一塁塁充実させるとともに、関係

機関との遼携体制後整備し、女性の人織を襲撃護・尊重量する纏広い取組を行いEまず。

【取総凝El]

. 1 女性の泌総向よと政策・方針決定の場への参蔚促進

2 男女の閣支援喜きな役割分総意裁をま設工Eする継綴約な教育・後発活動の推進

3 男女がともに多様な魚沼や俄窓会を実現で経る環境づくり

4 女役iこま守するあらゆる暴力授賞午さない役会意識の議員立と暴力から女伎の人機後守る潔
帯電づくり
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障がい者

【現状と課題】

国連は、 1975（昭和50）年の総会で、「障害者の権利宣言勺を決議し、加盟諸国に対して、

この宣言を基礎及び指針として、障がい者の権利保障に向けた行動をとるよう求めました。

また、 1981（昭和田）年を「国際障害者年」とする決議を採択するとともに、 1983（昭和田）

年からの10年間を「国連障害者の十年」と定めました。 ,j 

さらに、 2006（平成18）年には、 「私たちのことを、私たち抜きに決めないでJをスロー

ガンに、障がい当事者自身が主体的に起草に関与し、障がい者の権利・自由の保障、固有の

尊厳の尊重を目的とした「障害者の権利に関する条約」（障害者権利条約）を採択しました。

国では、 2011（平成23）年に「障害者基本法」が改正され、障がい者の定義づけの見直し

ゃ、 「発達障がい」を「精神障がい」に含むことが明文化されるとともに、社会的障壁を取

り除くために必要かつ合理的な配慮をすることが求められることとなりました。

また、 2012（平成24）年に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する

法律Jが、 2013（平成25）年には、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられるこ

となく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障がいを理由と

する差別の解消を推進することを目的として、 「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律」が成立するなど圏内法の整備が進められ、 2014（平成26）年には障害者権利条約を

批准しました。

さらに、 2013（平成25）年に策定された障害者基本計画（第3次）において、 「すべての
国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いな

がら共生する社会の実現」をめざし、「障がい者が自らの能力を最大限発揮し自己実現できる

よう支援するとともに、障がい者の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的な障

壁を除去するため」に、障がい者施策を講じていくこととしています。

こうした中で、県では、 2006（平成18）年度に策定した「みえ障がい者福祉プランJや、
その後改定した計画に基づいて、障がい者の就労支援、スポーツ環境整備、相談支援、防災・

減災対策など総合的かつ計画的な施策展開を進めてきました。

さらに、 2014（平成26）年度には、権利の擁護に関する取組や地域生活への移行と地域生

活の支援に関する取組を重点的取組と位置づけるなどの改定を行い、障がい者をめぐるさま

ざまな課題に対応した施策を推進しています。

しかし、依然として障がいのある人を取り巻く社会環境には、物理的な障壁、制度的な障

壁、文化・情報面の障壁、意識上の障壁など、さまざまな障壁があります。今後、こうした

障壁を除去して、障がい者の自立と社会への参加を促進するとともに、障がいの有無に関わ

らず誰もが暮らしやすい社会づくりをめざし、 I&組を一層推進していく必要があります。

障がい者や障がいに対する誤解や偏見は、障がい者に対する差別や虐待につながるほか、

障がい者の自立や社会参加を妨げる要因にもなっていることから、障がい者や障がいに対す

る理解を教育や啓発を通じて促進する必要があります。

また、障がい者雇用の促進について、関係機関の連携を強化し、事業主への働きかけや障

がい者の態様に応じた職業能力開発を充実させることにより、雇用の場の拡大に取り組んで
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きましたが、障がい者会電池域社会の中で働くことを通じて自己笑獲を鐙っていくこたができ

るよう、今後も、就労や就労定着！こ向lすた支援、遼牲に!ii>じた多様な就労允の穆傑など、総
合的！こ絞り緩んでいく必望書があります。

設らに、泌域主主滋への移行については、地域生活！こj勾！すた議欲を喚起するとともに、機械

における居住の緩や地域生活安支えるサーピス毒事の機係、及び支援者の人材育成など、表撃が

い者が地域で安心して暮らせるよう支援の充実を話器ることが必要です。

誇がいのある子どもへの殺害電については、…人ひとりの教育的コーズに応じた言きめ細かな

指導・支援を行っていEたすが、発達障がいを告会主；特別な支援者！：！！？｝婆とする子どもたちが増加
傾向にあり、王手鶏からのー貸した教育交畿の推進やキャリア教育の推進、発i義務事がい等のあ
る子どもたちへの務毒事，ヨミ援の充実が必獲です。

また、共生社会の形成！こ向けて、隊がいのある子どもと障がいのないそ子どもが可能なi凝り
問じ場でともに学ぶことを追求サるインクルーシブ救済方システムの徴主義が求められていますe

このように、障がいのある人もない人も、お2まいの人格と緩伎を尊重し合いながら主主iこ生
きる社会後実蕊することが求められていiJ;！人

｛関意義データ1
障がい者｛こ潟し、現在、どのような人権問題が起きでいると思うか。（後霊主題答宝寺｝

事主事量・悪霊織で平＇！＇ Iな盤いを受けること

じろじろ島られた草、選吋られた草するむと

差別的事重重量をされること

機場、紫綬等で援がらせやいC昨を畳けること

車違幾rd!趨で自量産聖母lit対脅受けること

アパート省事へ諮入織を挺苔されること

スポーツ，文化活動・地域治動I~気軽iこ事おでき者いこと

沼健喜善法母被害事1辞書いこと

宿泊施段、浴室翼線へ母λ車や能額利用を擦吉野容れること

モ母他

特にない

おからない

｛王手毛主：%〉

0 10 20 30 40 50 

要華料： 「人権擁護に瀕する世論調資J 〈平成24年度災施）内開府
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Iめさ~T~襲］
襲撃がいのある人もない人も同じ社会の李総成員として、互いの人権を毒事釜しあい、襲撃がいの

ある人怒らが主主きていくことに誇りをもち、書葬や希望を抱くことができる社会、地域ーでとも

に暮らす共主主役会が実現していますよ

また、住み慣れた地域で暮らしたいと額う僚がいのある人が、窪立に向けたst緩やサービ
スを身近に受けられる環境の中、自分ら Lい重量かな毒事らしをつくるために、地域のゆで役会

参加しながら、い浅いをきとした生活を送っています。

【基本方針1
0 障がいの事事録に話題わらず、お互い！こ人格と個性愛移滋し合いながら共生する主主会の潔
念の普及や療がい緩や襲撃がい！こ関する理解を促進しEます。。俸がい革まの主士会参加の促進に向け、その障皇室が絞り除かれることにより、障がい者が
主主設やサーピスを務易自！こ草花j用できる環境整備を進めます。。襲撃がいを理由とする幾男ljの解消、障がい者の怠待の紡i主祭器護るとともに、樟がい者の
事態:f!J を守るための支援体制（｝）~整備を進めます。。障がい者が地域社会において生活できるよう、暮らしの滋をはじめとする地域生活支援
体制jの整備を進めるとともに、襲撃がいの状態！こ応じた支援体制jの機終に取り組みます。

0 俸がいのある子どもたちの教湾総ニニ…ズ表的確に把握し、早期からの一策した指導と支

援の充実を図ることで、自主主と金士会参加に向けて必要なカを脊みます。

【取総務13]

1 障がいにませする翠毒事を深める取組や著書発活動の推進

2 際がい餐（｝）社会参加の環境づくり

3 襲撃がい畿の綾:f!J鋒護の推進
4 ま滋竣主主主主への移行と地域生活の支援

5 特別支援教官専の;ffi爽
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高齢者

【現状と言議題I
国においては、 1995（平成7）年に施行2された f議齢社会対策議本法Jに基づいて、高齢

者施策の中長期約主主指針となる高鈴社会対策大綱を策定し、高齢者会t安心して尊厳を持って

暮らせる社会後構築するとともに、子どもから高齢者までが書評せに暮らせる量豊かな社会の実

綴！こ向iナ、毒患｛渓液省庁が逮携し、高齢社会対策が進められてきました。

近年、高齢者への緩符が大殺な問題となっていることから、 2006（平成 18）益事iこは、

齢者j綾子寺の防止、潟齢者の養護襲者に対する支援等に関する法律Jが筋行され、高齢者慮終の

防止のための亥緩措置が言語じられました。また、 2012（平成 2め年にfi，「介護サービスの
ま事態強化のための介護保険法等のー織を改正する法律が‘ 2014（平成 26）年には、 rt海域に
おける医療及び介護（｝）総合的な確僚の促進！こ関する法律Jが勉行され、言葉齢者が地竣で自立

した生活安営めるよう、医療、介緩、予務、住まい、主主ms支援サ…ビスが切れ隠なく提供さ
れる「地機包括ケア＊システムjの実現！こ1おけた取組が滋められることとなり絞した。
さらに、 2015（平成 27）年iこは、 f認知疲施策議選車総合戦略～認知重量高齢者等にやさFしい

地域づくりに向けて～〈義庁公レンジプラン）Jが策定され、関係省庁が漆襲撃して認知疫機策の

捻進に取り緩むことになりました。

集においては、 2007（平成19）年iこ、 30~手先を童霊祭し、三重県の状況と今後の施策の方向

性を関係者闘で共有し、共！こ歩み始める緩くしるべ）愛媛主義する『みえ地竣ケア体制整備練慾j

を策定しました。この矯怒号をふまえ、高高齢者が元気！こ輝きながら暮らすことができる三獲を

めさヂして、？みえ高齢者元気・かがや~プランj iこま基づき取総書E進めており、 2015（平成27)

年度からの3か年を計翻期間ょする？第6期三五塗集介護傑検事業支援鈴蘭・第7次三重県高
齢者議後針鼠J:a:-策定しました。

こうした中で、三重県の高齢化率は、 2014（等法26）年 10.Fl 1日現在で、 27.0%となっ
ており、国立社会保襲撃 z人口問題研究所の『臼本の主主竣宣言将来推計人口〈平成 25年3.FI推
計）」によると、 2025（平成37）年！こは30.8%になると手設計されてい淡すα

また、少子・主義齢化に加え、核家族化などによって、語家主長だ！？で翁齢者の介護撃を担うにど

が殴襲撃となる状況を受け、 2000（平成12）年4.FIから施行された f介護保険法jのもと、介

護は技会全体で交えていくことが必要となっていますa

そして、かつて経験したことのない篠鈴社会を迎えている今、これからのさ士会においては、

先気な高齢援が地域の緩い手として活躍することにより、ま也滋の支えfきいが推進されること

や、高齢者が社会のi:pで役割安持ち、生きがい感じることで、自らの介護予防にもつなげて

いくことなどに期待が寄せられていますα

…方、高齢者iこ対する身体約虐待、書留齢者の介護襲・世話の放道義・放任（ネグレクト〉、心理

的緩待などの問題が深刻化しており、また、認知主主高齢者授はじめ言語齢者に対する鈴歎行為

など済交主主活上の被害警も準加していることから、こうした鋼題への早急な対応が求められて

います。

持！こ、認知重量言葉鈴者については、今後機加し童書iすると推計されており、三撃を累では、 2015

〈平成27）年！こは約5万2千人、 2025.（平成37）年iこは約6nB千人になると見込まれてい
＊サ。そのため、認知波書籍齢者などの十分な判断能力がない人を支擬するため、橋校サービ

31 



スの利用支援や日常的金銭管理を行う日常生活自立支援事業、成年後見制度の必要性が高ま

ってきています。また、 65歳未満で発症する若年性認知症についても、県内では、 517人（平

成22年10月1日現在）と推計されており、働き盛りの世代が発症し、症状の進行が速いた

め、本人だけでなく家族の生活にも大きく影響することから、早期の対応が求められています。

認知症の人と家族が住み慣れた地域での生活を続けるためには、認知症の早期発見・早期

診断と症状に応じた適切なサービスが提供され、みんなで認知症の人とその家族を支え、見

守り、共に生きる地域を築いていくことが必要です。

【関連データ】

養護者による高齢者虐待の種別の件数

200 

。
心
理
的
虐
待

介
放 謹
棄

放主
f壬聞
の

何
世
的
虐
待

150 

100 

50 

人

資料：「平成25年度三重県における高齢者虐待防止法に基づく対応状況等に関する

調査結果」（平成 27年2月）三重県

【めざす姿】

家庭や地域社会においては、高齢者との交流の場を大切にし、一人ひとりが、人生の最期

まで個人として尊重され、生きていることの尊さを共感しあい、互いを認めあう人間関係が

できています。

そして、全ての人が、高齢者に対する偏見をなくし、老いや介護についても正しく理解して

います。

また、全ての高齢者は、自分自身の意思決定が尊重され、尊厳ある生活を送っています。

【基本方針】

0 高齢者の豊かな経験や知識が十分に尊重され、高齢者が活躍できる環境づくりを推進
します。

0 「三重県高齢者福祉計画」及び「三重県介護保険事業支援計画」 Iこ基づき、地域の実

情を勘案した高齢者福祉施設や介護保険施設の計画的な整備を推進します。

0 住み慣れた家庭や地域で過ごしたいという高齢煮の気持ちを大切にし、利用者の視点
に立った、質の高い高齢者保健・福祉サービスを提供できる人材の確保と環境の整備

を進めます。
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0 3詰齢者の人権iニ護！！JJ撃した社会環境のき義翁として、自立した生活を営むための生活支援、
湾議事者などからの後君主j擁護iこ関わる相談毒事へのます応、成年後見事j疫の問滑な利用支援

護事、虐待を早期！こ発見したり認知事をの人やその家主撃を支えたりするためのネットワー

クの構築や燦待！こ対応した滋切な捻霞などさ渓ぢ家な主主総を進め＊す。

｛翼宝級項周1
1 高齢者の社会参加の促進と交流

2 言寄齢若宮篠生ti: ・介護サ…ピスの充実！こ係~音十W1i釣な施設慾備の推進
3 役J挙後れた地域での生活を支えるための介護サーピスや生活支援サービス議事の充実

4 言語鈴者の人犠！こ鮫成した社会環淡O)~整備
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外国人

【現状と謀題】

わが国における在留外国人数は、 2014（平成 26）年 12月現在で約 210万人となっていま

す。 2008（平成20）年の秋以降の世界的な経済危機により、外国人住民数は減少傾向にあり

ましたが、 2013年には増加に転じました。

日系定住外国人については、日系ブラジル人を中心に減少傾向にあるものの、永住者とし

て在留する者の割合は増加傾向にあり、永住化の志向がより高まっているといえます。

本県においても、 1990（平成2）年の「出入国管理及び難民認定法Jの改正以降、日系人
をはじめとする外国人住民数（登録者数）は、急激に増加しましたが、 2008（平成20）年以

降減少を続け、 2014（平成 26）年末現在の外国人住民数は 41,251人となっています。県内

総人口に占める外国人の比率は 2.22%と、県民の約 45人に1人は外国人という状況です。

国籍別では、ブラジルが全体の27.9%を占め、中園、フィリピン、韓固または朝鮮、ベルー

と続いています。

国は、 2009（平成21)年、内閣府に定住外国人施策推進室を設置するとともに、定住外国

入施策推進会議において、外国人住民に対する施策に関係省庁が連携して取組を推進する体

制を整備しました。 2014（平成26）年3月には「日系定住外国人施策に関する基本指針Jと
「日系定住外国人施策に関する行動計画Jの双方を一本化した「日系定住外国人施策の推進

について」を策定するなど、施策を推進してきました。

県では、 2007（平成19）年3月に「三重県国際化推進指針」を策定し、多言語による情報

提供などの「コミュニケーション施策の推進J、医療通訳の育成・派遣や外国人児童生徒教育
の推進などの「生活支援」、外国人住民の地域社会への参加を促進する「多文化共生の地域づ

くり」など、多文化共生社会づくりの推進に向けた取組を進めてきました。

しかし、依然として外国人に対する労働、教育における不利な取り扱い、偏見や差別など

が存在しています。外国人住民は、言語や文化の違いなどから、地域住民との意思疎通や相

互理解が進みにくい状況にあります。また、教育、医療、就労等生活上のさまざまな場面で

課題を抱えています。

中でも、教育においては、外国人児童生徒の中に、学校に行くことができず、学ぶ権利を

保障されていない状況がありますが、就学状況の把握についての取組も進められています。

また、学校に行っている子どもについても、学校、教育委員会により対応はされているもの

の、日本語指導が必要な外国人児童生徒に対する日本語習得支援や、進学や就職など子ども

の進路についての保護者への啓発が必要です。

このように、外国人児童生徒への教育面での課題が深刻となっています。あわせて、外国

人女性に対するDVやセクシュアル・ハラスメントをはじめさまざまな暴力に関する問題も

深刻です。

一方、歴史的経緯から日本で生活することになった在日韓国・朝鮮人などの人びとへの理

解は、まだ十分に進んでいるとは言えません。誤った理解や偏見から生じる差別、社会的に

不利益を被る事態などについては、依然として解消されておらず、近年へイトスピーチと呼
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ばれる特定のm族や国籍の人びとを排斥"tる差別約な言言動がを士会的関心安緩めており、引き
続き啓発活動苦をはじめとするさまざ家な取組を行っていく必要患があります。

会らに、三三塗県に暮らす外国人俊民が、支援:a:受けるだけでなく、泌竣の一員として、身
近な池波のことに参加・参窓し、行政に対して意見を述べ、その能力安発揮できるよう仕緩

みや環境を整備していくことも議案怒となっています。

今後一層、外国人と認2主人が相1I耳量発事を深め尊重量しあい、災｛こ安心して後述iニ暮らしてい

ける多文化手会主主社会の爽潔！こ向けた取組が必重要です。

※ f外翻人住民J、f外宙人児重量So後jという言葉（；！：， 本来外国籍の俊民等表意味しますが、
本方針では臼＊鴎籍であっても文化約望者景やルーツが外国にある住民や兇3量生徒も含め
て使用しています。

【関議デ…タ3
外悶人の人権問題に関する語家主主について

f外箆人住民はもった総本の文化iことけこむ努力をするベ起きだj

平成24年度 23.6. 

王手/iJt16年度 a
u
v
a
 

総
一

0% 20% 40% 60号も 80% 100% 

関そう患う むどちらかといえiまそう怒う

151どちらかといえiまそう怨わないロそう綴わない

国どちらともいえない

測然問答

f外国人｛主、仕事をする上で、少々待遇が悪くても仕方がないj

平成24年度 33.1 

平成16年波 327 

。% 20% 40ちも 飽きも 80% 

a.！：：ち品ともいえない
E祭器霊祭

100% 

調閉そう患う 隠どちらかといえばそう思う

闘どちらかと3震えばそう思わないむそう線わない

資料：「人権務霊震に駁する5三重量係長意識調資J（平成例年度実総｝三重県
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【めぎずさ長］

外箆人主主渓が、教育、医療、就労等の生活言語に濁して、行政等による十分な情報や支援を

争奪るとともに、自鏑の文化や習慣、価償線などが毒事愛され、主主竣の活動や方針決定者事へ参加・

参濁していミ設す。

罰本人も外関人住民等も、文化や苦言慢、郷後畿の遂いなどの文化的背景の多機f没後五い！こ
認めあい、共lニ地域社会の一員として尊敬し、愛車誌や綴.5!のない環境のもとで、安心して暮
らせる地域社会づくりを進めています。

【基本方針］

0 学習や事害発の滋豪華を主主迭し、国籍や文化の違いそ認めあい、対等な関係のもとで泌総
社会の一員として安心して共に生きていける社会づくりを進めます。。行政、企業、俊民総織 a NP Oなどの多様な3::体が滋携し、文化委号事雪景（J)桑なる俊民
が一緒！こ泌域社会努事務いていける環境づくりに向けて、労義語、援費襲、居住等さまざま

な点で安会＜：安心な生活後送ることができるよう引き銭安支援を行います。。子どもの就学、行政や地域活動への参加の促一遂などのを士会議書簡後捻迭し、外国人がき詰
然に尊重されるべき機荊！の機織のために取りま塁みます。

｛取組機関］

1 多文化共生社会における綴Ii潔毒事のための教育温啓発の推進
2 3主化的管長の異なる住渓がー絡に話量級社会を築くための基盤となるま母会で安心、な生活の

支援マ

3 外鹿護人の権総擁護と社会参画の促滋
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患者等
（患者の権粉、 HI V感染者‘エイズ患袋、ハンセン病元患者、難病患者等｝

【現状と線緩1
〈患者の権事0

設ま療は、患者と医療提供者との債務関係を基本として、成りなつものです。

主義者が自らの疾病変恋しく理解し、主主状！こ応じて適切に豊臣療機関委受診できるよう、集

E誌に啓発するとともに、窓者自らが医療機療や治療方針苦長選択できるよう医療機関等から
途切な情報が提供される必要があります。

医療機関においても、インフ庁ームド・ニユンセントホが重要視され、セカンドコナピニオンホ

が5総務されるなど、患者本伎の医療体制iづくりが滋められてい淡す。
践者！こますし安余・安心な書室療を被保するとともに、患容やその家族からの医療！こ関する

相談体制安充実し、医療現場において患者が毒事獲される慾翁本伎の臣室療体制づくりを推進

していくにとが必髪です。

( H l V感染者・ごにイズ慾若宮｝

t設界保健機綴（WH0) r立i号88(B昨日 63）年！こ蛍界的レパんでのけ iV 感染拡大防止
とHI V感染者・エイズ慾者に対する差別，繍5患の解法を殴ることを筏約として、 12.Fl1 

日を rt詮界エイズヂ…j と定め、エイズr：：鋳ずる啓発活童数毒事の実施唱を緩唱しました。
木県においても、 HI V感染者・エイズ慾者の発生が続いていることから、役界エイズ

デーにあわせたキャンペーンや講演会毒事後実施し、け .IV感染疲・エイズについてiEしい

知謀議の普及活動を行うことにより、感染拡大防止後図っています。また、プライバシー毒事入

機Iこ蕊慮した陵名・無料でのHIV 感染症・エイズの相談・検査を実施しています。
！今後も、 HIV感染指定・ヱイズiこ関する正しい知識毒事についての著書発活動を後進し、 H

I V感染拡大防止及びHIV感染者鍵エイズ慾者iこ対する差別や綴箆を解消 lしていくこと

が必善悪です。

〈ハシセン病党患者〕

1996 （平成 8 ）年に r らい予防法j が廃止~れ、長年にわたる国(1)ハンセン病慾者・元

患者！こますする隔離政策定f終わり放した。 2001（平成 13）年iこは、 rハンセン病療議所入所
者等｛こ立すする議機金の支総毒事iこ関する法後jが施行設れ、ハンセン病元患者の名誉回復と

議社の増進が図られています。しかしながら、録免や差別Iま残っており、今なお解決すペ

務総題が多く殺されていることから、よニれらの解決を促進するため、 2009（平成21）年に

fハンセン病問題の解淡の促進に関する法律Jが施行され家した。

県1立、 :ii';患者iこ対する差.'ijljや錦見をなくすため、パネル皇室示などの啓発を爽複していま
すa また、ハンセン読者療養i'Jf入所者が安心して生活ができるよう、 !fl.帰りなどさ家ざまな
支援家業を行っています窃今後も、元殺者の名誉が寝室復され、安心して毒事らしていけるよ

う終発活動奈はじめとする奴総を進めていくことが必要です。

〈難費者患者）

襲撃事詩泳、原因不明で治療法カ号機立されておらず、慈善苦は長期あるいは生j震にわたって治

療奇受ける必要があります。そのため、 E義者に係る経済的負担が大きく、 8常生活を滋る
ーとで多くの3主僚があり、患者を介護する家族の務綿約・肉体約負担が大さいなど、襲撃病患
を取り巻〈深海iな問童書が存在しています。
また、難病は原因不鋭、治療方法未確立で、社会の認綴皮が低いことから偏見が主主じ、
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就職、結婚などにおいてさまざまな差別が存在しています。

2013 （平成25）年に、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」

が施行され、制度の谷間のない支援を提供する観点から、難病患者が障がい福祉サービス

を受けることができるようになりました。また、 2015（平成27)年に、公平かつ安定的な

医療費助成制度の確立を図るなどの難病対策の充実をめざして、「難病の患者に対する医療

等に関する法律」が施行されました。

県は、難病医療連絡協議会の設立や難病相談支援センターの設置など、患者と家族のた

めの療養生活支援事業を実施しています。今後も、患者と家族の療養生活支援を実施して

いくとともに、難病患者に対する差別の解消に向けた取組を推進していくことが必要です。

【関連データ】

ー王平支亘吾・ H I V感染者やその家法に関し，現在，どのような人権問題が起きていると思
いますか。

結婚問題で周囲の反対を畏けること

差別的な言動をされること

就職・職場で不利な扱いを受けること

治療や入院を断られること

宿泊施設．店舗等への入店や施設利用を拒否されること

無断でエイズ検査等をされること

アパート等への入居を拒否されること

その他

特にない

わからない

19.7% 

15.8% 

12.7% 

10.6% 

30.7% 

29.9% 

25.2% 

41.6% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 

ハンセン病患者・回復者やその家族に関し．現在，どのような人権問題が起きていると思い

ますか。

ハシセン病療養所の外で自立した生活苦営むのが困難なこと

結婚問題で周囲の反対を受けること

じろじろ見られたり，避けられたりすること

差別的な雷動をされること

就職・職場で不利な扱いを受けること

職場，学校等で嫌がらせやいじめを受けること

治療や入院を断られること

宿泊施設，店舗等への入店や施設利用を拒否されること

アパート等への入居を拒否されること

｝その他

特にない

わからない

0.1% 

」

0.0% 

16.3% 

13.6% 

12.1% 

10.2% 

12.2% 

10.0% 20.0% 

32.1% 

25.1% 

24.1% 

22.3% 

21.1% 

27.3% 

30.0% 40.0% 

資料：「人権擁護に関する世論調査」（平成 24年度実施）内閣府
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E占f)~す姿］

医療渓滋において、主義務の後葦せが尊重tされた患者本伎の医療が符われていEます。

銀民が務気について圧しく理解し、島義務〈元患者〕 （！）人織が尊重されています。

者（元患者〉への支援体制jが塗綴され、患者〈元患者）が安心した生活安送っています。

｛喜基本方針1
｛患者の権利）

0 2室療現場において寝室緩や看護締などの医療潟係者とE患者が信頼穏係に3基づいて医療
3を滋めていく、感各本伎の医療体制づくりを推進します。

( H I V感染者・エイズ患者）

0 HIV 感染者・エイズ患者！こ対する鑓晃や室長別が解消されるために、正しい知識の

普及“高年発活動を推進し2ます。。感染議室などの病気に瀕する定確な情報愛媛f蒸し、予防についての知議を成品品、県民
がきた心して暮らせるように取り緩み家す。

〔ハンセン病元議者｝。問、県i立、元主義者iこ対する偏見やまをおが解消され、元患者の名誉が劉復されるため
に、主しい知識の管及・啓発活動を推進します。。題、娘i立、光慾者が安心した生活を送れるようにさまざまな3支援を行います。

（難病慈善言｝

0 ~＊ざまな5重体と協力して、難病懇餐と家族が地域で安心した療養さ主活後送れるよ
う！こ多様な支援要旨行います。。襲撃病患者に対する鏡晃や差別が解消2されるために、 IEしい知識の苦普及・察発活動を
推進します。

［取組項El]

1 患者本絞め医療体制づくりの推進

2 病気に対する正しい知識の普及・啓発浴芸誌の推進
3 室長療 a 生活支援体若手~（！）充実
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狸襲被響者等

｛現状と議議1
al!察被害者等！立、犯罪そのものやその後遺症によって、精神的、経淡約iこ脅しんでいるに
も務わらず、追い打ち後掛けるように、潟阪の人びとの無策任なうわさ誌やマスコミの取材、

報滋害事によるストレスなど被害後に生じるさまざまな問緩に務しめられていEとすe

匿においては、犯罪被害者毒撃の緩和j利益の係議が額られる社会を実現させるため、 2004（平

成16）年！こ「犯罪被害者等主基本法jが制定され、ここれに基づき2005（平成i乃若手！こは、 「犯

罪被害者等基本富十頭jが策定され、 2011（平成23）年iこ商議決定された f第2次犯採被害害者

宅事基本計画Jに慈づ三号、平成23年度から犯罪被答者等のための施策定f総合的かつ計画的に後

進百きれています。

燥で！立、犯罪被害警著者の視点に立った各稜支媛活動を後遺重し、犯罪被害者のtiの権利や利益
を傑獲し、犯罪被害者が湾び平穏な生活を取り戻してもらえるよう支援していEます。また、

200告〈平成18〕年には、行政と民間との協働により、犯罪被害葬者毒事の支援活動を行う「みえ

犯罪被害者総合支援センターjが設立され、 ID事襲被答者等からの穏芸員や付添等、総合的な支
援が行われています。

こうした中で、犯罪被害者等の縫える隣題はさまさ~iまで、犯罪等！こより、生命を奪われ、

家主義者を失い、傷害を食わされ、慰霊室を警警われるといった議員著書！こ加え、収入の途絡などにより、

経済委告に滋窮することが少なくなくあり＊せん。また、自宅が事件現場になったり、犯罪等

による被害普等による食慾についての無理解毒事から、雇用関係の維持iこ密難を来たしたりする

こともあり家す。

さらに、怠分儀身や家族が犯事襲警撃の対象にされたこと密体から精神的被告書を受けたり、海

被害撃ないし湾被害害者を受iすることにま設する恐怖・不安惑を縫いたり、捜査 a公科、医療、福祉毒事
の道義務で富E慮Iζ欠けたます応、をされることによって、いわゆる二次的被害奪愛護をけたりすること

もあり＊す。加えて、 ID努報道における被害撃者及びその家族または遺族の,g~苦楽損、プライ
バシ一俊饗毒事の跨霊童iこづいても指搭されてい家サ。

今後、このような犯罪被害者等の経済的困難や精神約・身体的被害寄にますし、これ惑を翻復・

緩滅し、再び!jL潟な生活を取り渓すためには、図、祭、市町、関係機関毒事が緊密に連携して

敬綴を行うことが求められています。

犯~被害者等iこ癒する人権問題については、犯罪被害者等の人権擁護に関する啓発を穣滋

的！こ行い、社会全体で犯君事被害害者等を支える気還の醸成を~っていく必要があり家す。また、
犯罪被害警答者撃に対する相談窓口の充実など後はじめとして、筒、燥、市町、関係機務等が、

犯罪被害害者毒事の権利や利益（／）傑畿のための総策後総会約に推進することが必要です。

中でも、性犯害事や稔暴力の被審議l'r立、その多くは被害事iこ遭ったことを幾！とも相談できずも
社会からの孤立を余儀なくされている状況にあるため、支援環境の充実後闘っていく必書警が

あり＊"'9＇このことから、集では、 2015（平成27）年iこfみえ性暴力被答者支援センター よ
りこj委設置し、関係機関との達携により、性犯罪・栓祭カ被害害者からの建喜怒綴談や医療機

療の紹介毒事、総合的な支援に絞り紐んでい2とす。
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あわせて、毒事件の報道や犯事事情勢等の情報提供にあたっては、犯罪被害害者等iこ関する個人

情事撃の保護、公表による公益性等の毒事情を総合的iこ滋案し、犯罪被害者毒事の人権！こ露cJl撃した
取組を進めていきます。

E関護憲データ1
犯喜罪被害者毒事！こどのような問題が起きているか。 ｛複数図書寄｝

!l 器 lO 10 50 S( 

柑鳩山ょっ一…Ill!'<";;::;~:ll＇包囲園田園田園田園田E圃圃圃圃園E 胤$
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資料：「人権擁官接lこ関する後論調査J（平成24年8月内領府〉

｛めざす姿1
犯罪被害霊祭とその家淡毒事が、自らが受けた務神的・身体約・経済的被害主主事のさまざまな負

担を克服し、権利と利益を擁護会れるための斜度、社会意譲渡が撃っています。

［~喜本方針】。犯雰被害害者等の事態~Jや利益の傑殺を密るため、総合きさかっ詐函的 iこ篠宮室を推進します。

0 犯害罪被害害者等の人権問題について、犠5きなどによる人権侵害など新たな被害撃を受ける
ニ々がないよう、幅広い悪事発活動を行います。。総務被害者毒事からのさ a::~まな穏談！こ応じるため、格談窓口の設霊やカウンセリング

体昔日iの致備に取り緩みE置す。

［葉支緩項目1
1 犯害罪被害者害事の権利や利益の保護を図るための総合約な施策の幾重主

2. 犯事罪被害者毒事の人権関滋についての綴広い啓発足奇襲詰の推進

3 犯罪被害警護毒事に対するき警争率約なケアをはじめとする支援
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インタ…ネットによる人権覆審

E務主主と線鏑］
情報・遜僚手段が発達し、社会の高度情報化が急速に滋んでいます。パソコン、携帯穏話、

スマートフォンかどを舟いて、インターネットを利用することで、情報の収集や発憶をする

人が増加してい＊す。

しかし、インターネットにおける、発信者の震:f!i；没後怒期して、個人などに対する総務＊
中傷をはじめ、量豊Jllj~長義主主義、 E震動し、生命の危換すらJ感じ~せる内容の書き込みが氾翼まして
います。 く

そのほかにも、被疑獲であるにも関わらず実名や顔写真家で掲載したり、電子掲示板よな

どで特定の密入を談議・中傷したりする行為などが急場サるなどの慈賞な人権侵害も発生し

ており、これらの差別事象・人中隊後著書への取績は緊急性を獲する縁怒となっています。

Zまた、異性を紹介する「出会い来掲示板ム 5i5交擦怒手ら(f)数約な写楽や動画をネット上に

潟殺する「リベンジポルノ勺、過激な暴力シーンを含むサイト、あるいは、 SNS （ソーシ

ヤ｝（..ネットワーキングサービス）＊におけるいじ占ちゃ詳言豊中傷など、子どもが人権侵害や犯罪

！こ券会込涼れる危険性も高まっていEます。

インターネット上での差別事象畳人権後擦に対しては、 2002（平成14）年、ブロパイダの
責任や多量僚を苦情報の開示議求などについて慰めた f特定電気通信役務提供者の嫌悪怒富豪華電麦佼

の期j波及び発信者情毅の療示に演する法律〈ブロパイダ資任制i褒法）Jが施行され設した。ま
た、 2008（平成 20）若手iこは、 f青少年が安会Iこ賢官1かしてインターネットを利用で要旨る発譲渡の

整備毒事iこ濁する2悲惨j が成立（2009（平成21）年施行）し、インターネット環係者葬祭務！こフ

ィルタリングの主義者主を義務イじするなどの対策が行われています＠猿では、 2015（平成27）年

i二、 f三釜察予寄少年後会育成条例Jを一部改正し、日誌内でも努少年が使用するスマートフォン

等の携帯電話のフィルタリングの制用の徹底を図ることとしています。

2013 （平成25）年！こ公布・施行された「いじめ防止対策後遂法jでは、インターネット

でのいじめに対する対策の後進などについて定められていをとす。 2014（平成26）年には、 5i5

交際相手らの性的な写爽や動E裂をネット上｛こ掲載することへの翻員IJを蟻り込んだ「私率性的
簡像記録の提供等による被警撃の妨止に演する法律jが施行されEとした＠

インターネットょに議委設されてしまった差別的な表現や人権侵害撃に対しては、行放機擦が

強制約！こ削除する権猿を持たないといった課題があります。

その解決！こ向けて、題やブロパイダなどに対して制度や仕組みの警護儀袋継続して要請して

いく必要喜があります。

ミまた、発信者を特定できる場合にl立、法務局などと遼携，協力して、その発信者が侵害行
為をやめるように促し、発信者を特定で滋ない場合jま、プロパイダなどに費I］除などを申し入

れていくことが必要です。

今後、インターネットを利用するときも、喜重媛、人と接するときと同じように、相手の人

権を尊重するこどができるように、教育や著書発表後進していきます。そのために、インター

ネットの利点と問題点をふまえ、発信した情報i立、不特定多数の人が見るということ祭主意識

して、個人情報の公際や差別語きな書き込みなど:trしない、また、書き込みや役務の際！こ、 r；：こ
の書き込みを読んだ人泳、どう受iす止めるのかJa:~盟書裂するカを身につけるような容多きが必裂
です。
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｛関遊撃データ］

インターネットJ:の個人を誹諺中費量ずる表現や奇襲}JIJを助長する表褒についての考え方につ
いて

。怖 10時 20拍 30% 40怖 総括 的特 70% 

資料： F人権問題に関する三重際民3意識識変J（平成 24.f手話宣言態滋）三愛娘

［めざす姿］

インターネット上での笈別事象・人権侵害の慾視と規制iこ詩毒する体昔話jが遺産官議されています。

県民…人ひとりは、情報の絞主義雄発信が鱗おにできるインターネットの利便主主や、発信者

の霊童名波や情報発怨の簡易さが引き起こす人権侵害害について理解姿深め、人権感覚をもって、

適切にインターネットを活用しています。

ブロパイダなどは、臼策定、ら人権！こ立せする意識と見識をま寒い、個人情報(f)保護やインター

ネット上での幾Jl!J事象・人権侵妥！こますして穣滋約！こ対応し、そのための関係機関との連携が

行オつれてい波す。

【基本方針1。インターネット上での幾溺事象・人権侵害警ならびに悪質な喜書き込みなどを妨ぐため、
県民！こ櫛広〈啓発滋動を推進するとともに、差別事委主や人権侵害警の監視・削徐！こ襲毒する

体苦労づくりを進めます。。インターネットの特徴とIEしい理解、利用、モラルなどについての教務や魯発を披議室
し、差別導革委主・人権侵害警が起きない環境づくり後行います。。ブロパイダなどに対して、理解・昔話カを得るための啓発などの絞綴を行います。

［取組瑛13]

1 インターネットよでの主義刻家象・人中援を襲警言の状況撚握と対応のための体首相jづ〈り

2 インターネット上での人権問題及び滋正な利用に機する軍事発と教育の捻滋
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さまざまな人権謀鰭
（アイヌの人びと、 fl'llを終えた人鍾保護観察中の人など、災欝と人権、性的マイノリテ
ィの人びと、食困等に係る人綾課題、ιホームレス、北毅鮮当局による詮致問題等 等）

｛この施策の佼鐙づけ〉

にの漉策！立、複数の人綾諜題を一つの施策として進捗管壊してい〈ための総策kしています移
この餓策iこ位霊づけた人権課題は、総々に独立した織策としてみるには、五見苦王のところ、

社会状況などから判断して、総合的な淑総＊でに至っていないものの、人権譲緩として、ま

しく現状認滋をし、必妥！こjおじて霊長対応すベ波書室察な課題ですα

また、ここに挙げた人権繁華議以外にも、今後孝士会の動向などにより、豪雪たiこ人権銀麹とし

て認識を深め、対応していくべをきものも出てきます。

これらの人権総滋のうちょ社会の動向などから、 9誌の織策として総合的に取り組む状況が
じたとき、毒事業などの進捗を管獲していくものとして、一つの施策として独立させていく

こととします。

またも現時点では、社会会きには大きな隷畿となっているものの、まだ顎確に、人権施策と

いう視点から位穫づけることが難しいものとして、自殺やご…トなどの問題があり＊す。

自殺については、闘殺に至る状況や過程の中！こ、あらゆる人権謀議があると思われ、自殺

者の場主語！主、人権尊重量社会の実現にとって、大きな毒事緩後援起してい＊＂・浅殺の背景には、

機室長と重電器支の拡大といった社会構造約な護要因や、｛国人のさ主滋問題や家庭罪事態などが複合的lこ

三重なっていると考えられ2ます。心理的に巡い込まれた結果としての吉殺は、袋詰Fる権利とい

う究極の議本的人権がそ襲議会れている問穏です。今後も自殺の事雪景となる社会の動さについ

て注視するとともに、残Eされた遺族への傷見などについても、事整然活動などを混じてな〈し

ていくことがt診察です。

また、ニートなどの問題につい1ごも、今後人擦の綴主主から的確に対応していくことが必裂

です忌

このように、この宮援策では、社会の動向などを約確に捉え、人権｛こ務わる問題を見落とす

ことなく、対応していくような取組を進めていくことが必裂です。

アイヌの大ぴ~

｛渓状と課題】

鴎逮l立、 1990（不足立2）年の総会で、 1993（平成5）年の 1年癒を、先俊民が置面してい
る諮問緩の解決のために、各国の国燦協力を育むための rt詮雰の先住民の闘際年jと宣言し
ました。また、 2007（平成 19）年には、 f先住民族の権利iこ潟する国際連合受診jが毘連総

会で採択2されました。

留は、 1997( .IJZ fiJt 9 ）年iこrアイヌ文化振興法J:ff:~担行しました。この法律は、アイヌの

伝統及び文化についての正しい知識変意普及・啓発し、アイヌの人びとの民族としての誇りが

される社会づくり奪回的としていEます。また、 2008(SJ!主主20）年の「アイヌ畏族を先住
民族とすることを求める決議j及び、 2009（平成21）年7Flにまとめられたアイヌ政策のあ

り方に織する有識者懇談会の綴告書を受It、アイヌの人びとの殺見などをふミ支えつつ総合的
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かつ効果的なアイヌ政策を後進するため、 2010（平成22）年から「アイヌ政策錐進会議Jが

闘かれています。 2013c:siz成25）主将こは、アイヌ政策！こ演する世論言慰霊安を行いました。

県においても、アイヌの人びとへの差別や綴見をなくし、民族としての誇りを薬事震してい

くため、有効な事害発活動と学務活動を披滋することが必要です。主義内でi土、アイヌの人びと

の設かれてきた俊史的経緩や去を別の爽襲撃、文化や暮らしについて学濁した学校もみられます。

求た、松絞市！こ！立、北海遂の名づけ殺である松書籍武四郎のき記念館が設霞されており、毎年、

総湾武四郎のめ緩や‘アイヌ民主主の文化について啓発をする行事が行われています。

今後も引き続五号、アイヌの人びとへの緩}.jljや偏見をなくし、民自主としての誇りを尊家して

いくため、アイヌの人びとがおかれて百きた皇室史的な経緯や差5.lJJの実態をふミ支えた啓発活動と

学務活動を後議室することが必婆です。

預iを終えた人，苦是認襲観察中(f)人など

［液状と課題1
7刊を終えた入、保議綴実需ゅの人（仮出獄中の入、少年院の仮退院中の人など〉や、その家
族に対する綴Je.や愛別には根強いものがあり、懇意のある噂の流布などによる審議Je.から、就
事量や去費｛廷に関する遂罪iiJ問題をはじめ、社会復帰の機会からの排除など、立ち渡りをめざす人

たちにとって、非常iこ厳しい状況があり家す巴

題で！立、このような現実をふまえ、国とボランチィアが力安あおせて指導ー援議事サる「更

さ主保護綴躍を」があり家す念この徽i]E愛i立、民間篤忠家の発言撃によってゑまれ、発展し、半詮紀

をこえる鐙史があり、｛議議弓よ日日s（非行防止活動iこ取り絡む青年ボランテイア）、 E室主主保
護女性i義援や“役会を明るくする運動”の関係者など数多くの？？ぞうンティアとネットワーク

によって支えられています。また、 'lflHr終えた人・保護観察ゅの人本人だけでなく、その家
族も社会からの偏見や主義}.jljを受けることがあり家す。

そして、測を終えた人・保護護観察中の人たちが、地域で社会の…魚として綴るい生活を営

むためには、，本人の更生する強い意志も、もちろん必婆ですが、これとあわせて、家族、職

場なご主主域社会の還解と協力が必要です。そのため、 7認を終えた人・保護綴察中の人やその

家族に対する綴見や差別a:なくすための活識を務観的に進めるとともに、生活の滋n:.a:支援
するため毒事総係機関の逮携が必裂です。

刑者E終えた人・保護観祭やの人が、妻家主襲、職場、地竣社会など燭聞の人びとの理解と協力

安得て、更生し、地域社会の一員として向滑な主主義!ia:営むため、 ;lf!jを終えた人・傑幾観察中
(f)人などに対する策Je.や遣を別意識安解消するための啓発活動を行うとたも！こ、煽5もなどによ‘
り疎外され'/J:い社会後織に透した潔境整備を行うことが必婆です。
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災害と人権

【現状と課題】

2011 （平成23）年3月 11日に発生した東日本大震災では、避難誘導や避難生活などの場

面において、特別な援助や回慮を必要とする人や女性への回慮が行き届かない状況が問題に

なりました。また、津波に伴い発生した、福島第一原子力発電所事故により、周辺住民が避

難先において風評やデマ、情報不足などによる人権侵害が発生しました。

東日本大震災を受け、 2012（平成24）年と 2013（平成25）年に、「住民の円滑かつ安全な

避難の確保」、「被災者保護対策の改善」等を柱とする「災害対策基本法」の改正が行われま

した。また、 2013（平成25）年に、国は市町を対象に「避難所における良好な生活環境の確

保に向けた取組指針」を定め、避難所のバリアフリー化や障がい者・外国λへの情報提供な
ど、人権の観点からの配慮の必要性などを示しました。

県においても、東日本大震災時に浮かび上がった課題をふまえ、発生が危慎される南海卜

ラフ地震などの大災害が発生した場合でも、避難所で起こりうる問題を可能な限り回避し、

災害関連死などから避難者の「命」を守るために、 2003（平成 15）年度に策定した「避難所

運営マニュアル策定指針」を見直し、全ての避難所において、実情に応じた運営マニュアル

が早期に策定されるよう、市町と地域の取組を支援しています。

県の「人権問題に関する三重県民意識調査」（平成 24年度実施）では、災害発生時の避難

所での障がい者や高齢者、外国人などの支援が必要な人に対して、「特別な回慮をすべきだ」

とする回答は70目6%でしたが、 26.5%が「特別な回慮ができなくてもやむを得ない」と回答

しています。今後も、支援が必要な人への理解を深めていく必要があると考えます。

災害時においても、人権が守られ、安心して生活が送れる社会の実現のために、災害時の

人権への回慮に関する教育・啓発の推進や、人権の視点に立った災害時の対応、復旧・復興

過程における人権への国慮などの体制づくりが必要です。

性的マイノリティの人びと

【現状と課題】

性的指向や性自認に関わる LGB T＊などの性的マイノリテイの人びとは、社会の理解が不

足しているために偏見を持たれたり、性の区分を前提にした社会生活上の制約を受けたりす

るなど、さまざまな問題が生じています。

2004 （平成16）年、性同一性障がい者の社会生活上の不利益を解消し、人権を擁護する観

点から、一定の条件を満たす場合については、性別の取扱いの変更について審判を受けるこ

とができることとする「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」が施行されま

した。 2008年（平成20）年には、この法律における「子」を「未成年の子」に改め、「現に

未成年の子がいないこと」と一部改正されました。

しかし、対象が限定的であるなどの課題があり、問題が解決したわけではありません。こ

のほか、例えば、同性愛の人にとっては、法制度上さまざまな制約や、地域社会において差

別的待遇を受けることがあるなど、性的マイノリティの人びとにとってのさまざまな課題が

解決される必要があります。

文部科学省は、 2010（平成22）年に「児童生徒が抱える問題に対しての教育相談の徹底t::

ついて」を通知し、性同一性障がいに係る児童生徒の心情等に十分回慮した対応を要請しま
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した。また、 2015（平成 27）与には、「性向一役際空整！こ係る！浴室室生徒に対するきめ級かな対

応の実勉等についてJで、性問一役鯵がいや性的マイノリチィ！こ係る児童量生徒について、き

め細かなます応！こあたっての異体的な随員童事項等法取りまとめました。

今後も、銭的マイノリティの入ぴとに立すする鑓見やま差別意識をなくすための教禽・啓発安

推進するとともに、性的マイノリティの人びとが受ける嫌がらせ主主どに対しでは、人様栂談

業務を充実させるたともに、人権侵警の導草案が認められる場合i久話題係機関との遠携協力に

より適切な対応接とることが必要です。

貧図書撃に係る人権幾緩

［現状と謀議l
f平成25年 霊室長生活基礎調釜J（厚生労働後〉の結果！こよるとも 2012（平成24）幸容の相

対的貧窓率第は 16.1%、f子どもの震を鐙率つは 16.3%となっていますe

2013 （平成25）益事に、子ども毒事に対する孝生資の支媛、生活の支媛、就労の支援、経済的支
援といった、子どもの貧困対策の総合的な捻遂を目的とする f子どもの貧閣総室長の推進！こ関

する法律」が側主主ミされました切また周年にl立、主主主き鼠窮者の自立の促進を図ることをEl的と
する f生活隠窮者自立支援法」も制定議れました。

今後i立、霊童E騒が世代~超えて総殺をれる f議室銭の連鎖j が起こることのないよう、子ども

一人ひとりに言きして数背や福右上関係者、地域のボランティアなどが漆携し、生活寝耳での支援、

学習衝での支援、語家庭への支援などを行う取組が必重要です。また、生活困難lこB華麗している
人びとが生活に凶窮してし＊わないような支援も必遺書です。

ほかにも、活者が職！こ就けなかったり、不安定な雇用状態！こ置かれたりしていること、家

族や地域とのつながりが希薄になり、高齢者などの F恕立死Jなどの織麹が起こっているこ

と、 jj:jと、さまざ法な要密により、追い込Eまれた末iこ総きる自殺や獲された人た色へのケア

の必要悪性なども隣漣する謀議です。

これらにますしでも、関係機関と逮携した就労支援や相談活動などを通じ、狐立しない社会

後つくる必裂があります。

ホームレス

【現状と課題］

2002 （平成？の年！こ「ホームレスの自立の支援毒事に関する特別措霊堂法Jが制定されました。

この法擦は、自立O)；！重恩がありながらホームレスとなることを余緩なくされている人が多数

存在し、鍵康で文化的な生活安送ることができないでいるとともに、土色竣キ士会でのあつれき？

が生じつつある現状にかんがみ、ホームレスの自立の支援、ホームレスとなること安防止す

るための生活ょの支援などに鶴し、関などの果たすべき責務を務らかにするとともに、施策

安講ずることによ号、ホームレスiこ織する問題の解決i二資することを銭的としています。

この法律！こより、閣は、 2003（平成15）俸に「ホ…ムレスの自立支援などに関する基本方

針j ~策定し 2ました。

2012 （平成24）年5月iこI；）；、 10年の議室持法であった法の期限がさらに5益事延長されたこと
により、 2013（平成25）年iζ新たな f墓本方針Jを策定し、 2012（平成24）年！こ行ったホー
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ムレスの実態に関する全国調査の結果をふまえ、雇用、保健医療、福祉などの各分野にわた

って施策を総合的に推進しています。

2014 （平成26）年に実施したホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）結果による

と、県内のホームレス数は28人で、年々減少しています。

今後も、ホームレスに対する偏見や差別意識をなくすとともに、ホームレスに対する人権

相談業務を充実させ、人権侵害の事実が認められる場合は、関係機関との連携協力による適切

な対応が必要です。

北朝鮮当局による控致問題等

【現状と課題】

北朝鮮当局による控致は、わが国の主権及び国民の生命と安全に関わる重大な問題であり、

人権侵害です。政府によって投致被害者として認定された人、また、それ以外にも、投致の

．可能性を排除できない人が多くいるとされています。

2006 （平成 18）年、「投致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法

律」が制定されました。この法律では、園や地方公共団体が、投致問題その他北朝鮮当局に

よる人権侵害問題に関する国民世論の啓発を図るよう努めるとしており、 12月 10日から 16

固までを「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」と定めています。

本県では、推致問題の解決を願う気持ちを込めたブルーリボンの着用やホームページでの

情報発信のほか、「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」を中心にパネル展示、 Dv D上映、テレビ・
ラジオ・広報紙による啓発などを行っています。

今後も、法律に基づき、国や市町、関係機関と連携を図り、投致問題その他北朝鮮当局に

よる人権侵害問題についての関心と認識を深めていく取組や啓発を行っていきます。

【めざす姿】

あらゆる偏見や差別意識が解消され、人権侵害が起こることのない、人権が尊重される社

会が築かれ、県民一人ひとりが、互いに個性を認めあい、自立した生活を送っています。

【基本方針】

0 さまざまな人権課題の現状と課題認識に取り組みます。
0 さまざまな人権課題を正しく理解するために教育及び啓発活動を推進します。
0 さまざまな人権課題に対応できるよう相談体制の充実等に取り組みます。

【取組項目1
1 さまざまな人権課題の現状と課題認識のための取組の推進

2 さまざまな人権課題に対する理解を深めるための教育・啓発活動の推進

3 人権侵害に対応するための取組の推進
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第3章 人権施策の控護体制等

1 人権尊重の撹点に立った特設の推進

思や地方公共団体iま、 2000（平成12）年に主義行会れた「人権争投資及び人権啓発の推進！こ

演する法律jやその他の針路、条例等で、人権尊重社会の笑現！こ向けた総合的、体系的な

人権総祭の実施を笈務とし、推進してきました。

＊た、集でi立、「人中盤が尊重される：J霊祭つくる条例J毒事にさ基づき、人権移獲の複点に1L
って号事業、業務委議室めてきました。

2012 （平成 24）年度からのおおむね 10年免疫見擬えた県の戦路計函 fみえ県民カビジ

ョンj においては、幸福をき襲警装できる社会のき建貌iこ向けて、県民…人ひとりの矧人後はじ

め、 Np O、ボランティア、総竣の毘体、企業及び行政それぞれが「公j を短うさ主体とし

て自1Lし、行動することで、協働によるJl)l;:!i軽を生み出し、義者しいものを創殺していく f協
愈l)J という考え方を示しています。

一人ひとりのカには緩界があり、 gき＊ざまな事構！こより社会で十分にカ後発揮できない
でいる人たち、社会約！こ弱い立場！こ讃かれた人たちがいる中、多様な人びととつながりを

持ち、共！こ主主をきることのできる人事態が尊重寄れる役会づくりを進めていく必要性を訴えて

います。

人権理事議社会の実現iこ！立、あらゆる署葬祭構築務において、人後尊重の視点になった行致

を後進していく必要があることから、 1隠IAく祭漢の思いや議5患を穂き、長義E誌の参加・参函
表大切にしつつ、議主主主、企業、住民組織 ・NPO、？脅襲I毒事が連携・協接語-t~耳完結や、 これ

らのさまざまな念体による取総を復活議していきます。

2 人権蹴織の撞進体制と仕組み

娘＜：！ま、この基本方針！こ基づき、具体的な取組を進めるために、「人権が毒事獲される三震

後つ〈る行動プラン（仮称）J（以不 f行動プランJという。〉を策定するとともに、以下の

後進体制と位総みにより、総合的、体系的！こ人権施策を推進しますa

( 1 ）議議体制

①パートナーシツプで築く綾進体制

人権競繁華審議会の開催や、禁義内の人権に係る状況と課題を共有するための各種

主意見交換会の務意義主主ど、さまざE支え主主主徐とともに人機織策を推進し＊す。

また、県民…人ひとり、企業、住民組織 ・NPO、市町等との遠浅・協告誌に向けて、

この基本方針や爆の人権施策iこ対する理解を深める広務広報活動そを行っていきEます。

②察庁内の裁断的推進体縦

F誌の推進像祭iで！立、人権施策！二係る耳元総の進捗管震、言葉霊童と方向性の検討、後の施策
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たの逮猿毒事について取り総むため、各部、地域機関等の横断的な道義援体苦手j後充爽します。

あわti:て、個々の事業を推進していくよで慈本となる往忽みとして、＊昔日〈人権担当

題、施策J.llj関係所属間など）、地域機関秘2まの僚級共有、課題発事決のための祭務援滋者の
会議を開催します。

E主1と、車韓民一人ひとりが人権感覚を藤容、人事整理事釜の視点に立って職務を遂行で寄る
よう、人機研修を計図的・体系的！こ突事撃し家To

(2）仕緩み

①人権課題別殺綴のき監遂～関連計璽との連撹～

女性、手ども、際がい者などについては、それぞれの泌策を推進するためのき十窃毒事

（以下、 f環逮言十喜怒Jという。）が策定されていますω 人中緩古襲撃をの滋逢にあたっては、

これら喜言葉主計簡との空襲合性を図りながら、連携して翼翼線後遺まめていきます。

人権施策を携成する事業、取組i立、各章容が所管し、罪悪霊義者？飽毒事！こ位霊堂づけられてお

り、人権尊重社会の実現！こ向けて必要な取鐙を横断的！こ取り入れ、体系化します。人

権担言語部は、各部の状況犯袋、人権主義き震の筏点から湾度事業の送車惨状況、成果等の確

認を行い、各部｛主、所管する総量霊童十E惑との義合を密っていきます。

②滋捗を奪還の仕組み～体系雲監と年次綴会～

人事態施策:a:嫌成する祭事業の多くは、各線が所管する施策目的のために笑殺しています。
このため、基本方針で示す人権尊重重社会後実現するために、人権総策として取り組

むベ畿内議として著書業を再構築したもの校、「行動プランJの薬事業体系として主義獲し

法す＠五言1と、？行動プランjには、取組の成S誌や効泉をあらわすま言擦を設定し、定期的
！こ途喜多安潔者託行います。

「行動プランJの進鯵管淫にあたっては、怒若手E震の費文章昼の$；巣や課題、盟主年度の改
善方向などを若手次報告として取りまとめ； ~三祭主義人権施策餐議会に対して報告し、課

題や取組方向について協議します。そして、その終楽惑を公表する乙とで、人権施策の

進捗状況を県民の後さんに幸霊会じます。
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｛参考〉

煎緩説明

本文に掲載4されている思諮の説明です。
f掲載笛所」に記載されている内容は、以下のとおりですo

z 主義1慾；第1章に掲毅2されています。
－事務3主義：第3章に掲建設tされています。
・000：第2主主のまま滋する人権謀懇毒事（000)jこ3毒殺されていますα

D V (I'メスティック・パイ 夫やパートナーなど、親齢筋線にある、また削った男女懸の身｜叫

オレンス〕 体約＇ Iむ主重量きな暴力などをいう。

l s 0 26000 I 8026000 C社会的3告をまに関する手引審〈邑uidanceon social 人事藍が尊重

responsibi I ity〕） i:! Iま、規模及び所夜地！こ総書事なく、あらゆる綴 されるまち

類の組織を対象iこしたもので、説明責俗、滋明性、法令遜等、人権 づくり

の尊重など社4量的資佳iこ演する7つの燦即jをはじめ、綴織の中で社

会的業後をき軽量撃していくための災体総な《容等を規定している。

SNS（ソシヤんいl…jレ…やグース（Social…ng 子ども、
ワーキング・ザーどス） Service）の織で、理主られたご1…ザーだけが参秘＂＇ lきる Webサイト イン聖一本

の会員電網jサーどスのこと。友人間土が集まった等、害事じ趣味を持つ ツト

1…ザーが集まった号、滋量産地域のユーザーが象まった守と、ある

務君主要員ざされた世界にすることで、事官接なユーザー隠のコミュニニケ

…ションを可織にしている。

LGBTCヱルー~－·！：－· 人の栓量産がどういう対象に向かうのかを示す性釣指向や倹巨是認iこ さまざまな

ティー） ついての数約マイノリティを限然的にさす言葉。後約千皆向として 人権繁華護

i主、女性間性愛者〈レズピアン、 Lesbian〕、 5語検事宅後没者（ゲイ、

おり、筒性愛者〈バイセウシュアル、 Bisexuaりがあ号、 f主産認j;:

ついては、身体と，c,，の後が一致しないトランスジヱンダー

(T ransgender)がある。この中I：：、後i潟…f空襲撃がいが含まれる礎

性向一性穫がい畿とは、「性同一億隊著書務の校野！の取扱いの締例iこ

関する法律jにおいて、「生物常的iこは従軍jが顎らかであるにもか

かわらず、心詩型的iこはそれとは郊の性別であるとの袴章義的な確信を

持ち、かつ、聞記を身体的及びを士会的に他の性]JIJI之主義合させようと

する2霊感を有する者であって‘そのことについてその診磁をお薙に

行うたぬiこ必要な知識：＆.ぴ綴署長を有する二人以上の援額のー絞に

官官められている医学的知兇lニ基づき行う診鱗が一致しているもの

をいう。」と定義されている。

イン'JJレーシブ教育 i学校教育の現場、特開等教育や輔教宵段階開いてー鯵がL'0) I障がい者
ilfiる子どもが大事の時簡を隊がいのない子どもと共！こ灘常の学級

で包長言語きな喜重脊を受けることをいう。

インフオーム I'.コンセント II車翁が翁分（［）病名や重量状、行われる検査、治療などに関する十分な i幾議等
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情報を医療提供者から得たうえで、これを理解し納得して、自分自

身の希望する医療行為を選択し、意思決定をしてそれを行うことに

同意することをいうロ

協創。 個人、企業、地域の団体等それぞれが「公」を担う主体として自立 第1章

し、行動することで、協働による成果を生み出し、新しいものを創

造していくことを「協創』と呼ぶ。（みえ県民力ビジョン）

国際人権規約 世界人権宣百の内容を基礎として、これを条約化したものであり、人 第1章

権諸条約の中で最も基本的かつ包括的なものである。

圏内機構の地位に関する原 国連人権委員会（人権理事会の発足に伴い2006年に廃止された経 人権侵害

貝IJ（パリ原則） 済社会理事会の機能委員会）の決議に基づいて 1991年にパリで開

催されたワーウショップにおいて採択され、その後 1993年に国連

総会で附属文書として採択された。

「圏内人権機関」の定義は定まっていないが、 1995年に発行され

た国連のハンドプッウ（後掲注ω参照）では、国連の活動に関する
限り、圏内人権機関とは、憲法文は法令に基づき、政府によって設

立された機関で、・人権の促進と擁護に関し、その機能が明確に定め

られているものをいう、としている。同ハンドプッウでI士、圏内人

権機関の機能として、政府や議会に対する政策提言機能、人権教

育・広報活動等の人権促進機能等、多様な機能を列挙している。

子どもの貧困率 子どもの貧困率は、 17歳以下の子ども全体に占める等価可処分所 さまざまな

得が貧困線に満たない子どもの割合をいう。 人権課題

児童の権利に関する条約 18歳未満を「児童」と定義し、国際人権規約において定められて 第1章、

いる権利を児童について敷街L、児童の人権の尊重及び確保の観点 人権侵害

から必要となる詳細かつ具体的な事項を規定したもの。 1989年の

第44回国連総会において採択され、 1990年に発効し、日本は 1994

年に批准。

障害者の権利宣言 1975年に、日本も共同提案固となり、障がいの種別や程度を問わず 障がい者

あらゆる障がいのある人を対象とする R障害者の権利宣言」が採択。

障害者の権利に関する条約 障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保ι，障がい者の固有の 人権侵害
尊厳の尊重を促進することを目的として，障がい者の権利の実現の

ための措置等について定める条約。

世界人権宣言 人権及び自由を尊重し確保するために、「すべての人民とすべての 第1章、

固とが達成すべき共通の基準」を宣言したものであり、人権の歴史 人権侵害

において重要な地位を占めている。 1948年 12月10自に第3回国

連総会において採択。

人種差別撤廃条約 人権及び基本的自由の平等を確保するため、あらゆる形態の人種差 第1章、

別を撤廃する政策等を、すべての適当な方法により遅滞なくとるこ 人権侵害

となどを主な内容としている。 1965年の第20回国連総会において

採択され、 1969年に発効し、日本は 1995年に加入。

女性差別撤廃条約 男女の完全な平等の達成に貢献することを目的として、女子に対す 第1章

るあらゆる差別を撤廃することを基本理念としている。具体的には、

「女子に対する差別』を定義し、締約国に対L、政治的及び公的活

動、並びに経済的及び社会的活動における差別の撤廃のために適当

な措置をとることを求めている。本条約は、 1979年の第 34回国連

総会において採択され、 1981年に発効し、日本は1985年に締結固
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径と主主猶1こ関する護室長義と権 ＇）ヅ口ダクティブ・へんスとは、人間の生主主シスチムおよびその後 女性

事lj( ＇）プ口ダヲ苧ィブーヘル 商Bと活動遜裂のすべての倒翁において、主幹iこ疾病、事章がいがないと

ス／ライツ〉 いうばかりでなく、身体的、精録音寺、主主余約！こ完全に良妻子な状態に

あることをいう。したがって‘リブロダヲ苧ィプヘI~ス i立、人々

が安会でj議ち足りた依然活を堂むことができ、主主義産能力を持ち、そ子

ども密主寺っか持たないか、いつ絞っか、何人持っかを決める闘織を

もつことを慈母まする。

ザブロダヴチイブーライツと！立、性に喜毒する告華麗を享受する権利で

ある密兵銀約！こは、すべてのカγプルと般入品守、底分たちの子ども

の数、出E菱総需言、上封建する締絡を磁器量iこかっ責任をもって決定で曹、

そのための情報と手段を得ることができるという機利。また、2豊刻、

君主鋭、毒暴力を受1することなく、主主猶！こ関する淡lEを行える権利も会

＊れるe さらに、女性が安会！こまま鍍・出畿をぷ霊をでき、またカップ

Jレが健康な子どもを持てる費量替の機会を得られるよう瀦切なへん

スケ7・サービスを事Jfflで寄る権利が含まれるむ

セカンドオピニ才ン 診重苦や治療方針について三主治医以外の震綴から議5患を聞くことを 患者等

L、う＊

セヲシ:::i.7）レ・ハうスメント －＼！？シュ7！レ・ハうスメントとは、租手者不快にさ巷る後書官な言動 女役

をいい、基本約！こは受lす手がその言動を不倹に感じた場合iこはセウ

シュアJレ・ハラスメントとなる。

お貴重約貧閤率 相対約重量慰霊事｛生、等価河処分罪者得（t陸軍持の可処分銃千尋を世帯人主義の さまざまな
平方綴＜：言語って毒害警護した所得〉の中炎鐙の半分！こ満たない挫宇野燃の 人権畿運護

害事j舎をいい、 O!;CDの作成護基準！こ喜基づいて算出じているお

ソ シャルメディア イン亨ーネットを利用して、畿でも手軽にf警報を発信したり、結互 間和問題

にやりと替をしたりすることができる双方向のメディアのことを

いう。

地域包緩ケア 言書量事務が住み慣れた主義綾で安tらして毒事らし童書iすることができるよ 高齢者

う、喜義務、介護、予防、金まい、主主活支援サーピスを切れ闘なく祭

供する包議室告な＇~J監のことをいう。

デートDv r D V （ドメスティッウ・パイオレンス｝」が配偶者や災縫のパー 次f生
トナーからの身体的・心理軍約暴力等を容すのに対し、 fデートOVJ 

l孟主として務年層における交際相手からの暴jカ毒事者いう。身体約な

暴力だけでなく、買拡縛などの華警衿長告な暴力、t主的な毒薬カなどさまざ
Zまな形慢の暴:bがあるe

二次被害 害苦言義などの時、彼害者iこま草して不適切な総長年をするζ とで、さらな 女性

る1［）毒霊約被害撃が生じ、被害養寺普が深〈傷ついてしまうことをいう。

ユニパーサJレヂザイン ユニパーサん＝普通量的な、全体の、という言葉が黙しているように、 人穫が毒事援

「すべての人のためのうFザイン」を重量奇襲し、年歯告や絡がいの準著書証な される＊ち
どにかかわらず、費量秘からできるだけ多くの人が利用可能であるよ づくり

うにデザインすることをいう。

ザベンジポルノ 本人の悶窓を害事ずに、 )1.…ド、後喜きなE範幸単又は動喜震をイン告ーネッ イン51ーネ

トなどにいやがらせの際的で公開する役的暴力のことをいう。 ット
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